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第１章  計画策定における基本的考え方 

１．計画策定の趣旨 

一般廃棄物処理基本計画（以下「本計画」といいます。）は、廃棄物の排出の抑制およ

び発生から最終処分に至るまでの廃棄物の適正な処理、また「循環型社会」の構築を目指

して、計画的に廃棄物処理を推進するための基本方針となるものです。 

塩谷広域行政組合（以下「本組合」といいます。）では、「廃棄物処理法」注 1に基づき、

本計画を策定し、おおむね 5年ごとに計画の見直しを行いながら、廃棄物処理について長

期的・総合的視点に立った諸施策を立案し、計画的に廃棄物処理を行ってきました。 

現在、廃棄物処理は、ダイオキシン類問題や世界的な環境意識の高まりを背景に、適正

な処理・処分はもちろんのこと、ごみの発生・排出抑制や再使用・再利用を重視する方向

に移行しています。国では、ダイオキシン類対策を推進し、循環型社会の構築を推進する

ため、廃棄物の減量化の目標量注 2を示すとともに、廃棄物やリサイクルに関連する法律注 3

を整備しています。 

このように、廃棄物を取り巻く情勢が常に変化していること、本組合が前回策定した一

般廃棄物（ごみ）処理基本計画（平成 12年度）から概ね 5 年が経過していることに伴い、

本計画の見直し策定を行うものです。 

 

 

注 1 廃棄物処理法（廃棄物の処理及び清掃に関する法律） 

廃棄物の排出抑制や適正な処理により、生活環境の保全および公衆衛生の向上を図ることを目的

に、昭和 45年に制定されたごみ処理を進めるための法律です。 

注 2  廃棄物の減量化の目標量 

平成 11 年 9 月にダイオキシン類の対策の推進を目的に閣議決定されたもので、平成 22 年度を目標

年度に、一般廃棄物については排出量を 5％削減、リサイクル率を 24％に、最終処分量を 50％削減

などが設定されました。 

平成 13 年 5 月に環境省から発表された「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合

的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針」（平成 17年 5月改正）にも同内容が示されています。

注 3 廃棄物処理やリサイクルに係る法律（廃棄物・リサイクル関連法） 

既制定の容器包装リサイクル法や家電リサイクル法に加え、循環型社会の構築を目的として循環型

社会形成推進基本法などが整備されました。 
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廃棄物・リサイクル関連法整備状況 

環 境 基 本 法 
～環境の保全について基本理念を規定～ 

平成5年11月公布・施行 
平成 6 年 8 月完全施行 

循環型社会形成推進基本法 
～循環型社会の形成に関する基本原則を規定～ 

平成12年 6月公布・施行 
平成 13 年 1 月完全施行

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 
（廃棄物処理法）  

～廃棄物の減量・リサイクル推進、 
適正処理の確保を規定～ 

平成 16 年 9 月一部改正 
平成 17 年 4 月改正施行 

資源の有効な利用の促進に関する法律 
（資源有効利用促進法）  

～事業者によるリデュース、リユース、 
リサイクル対策を規定～ 

平成 12 年 6 月改正 
平成 13 年 4 月完全施行 

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律 （容器包装リサイクル法） 
～容器包装の分別収集とリサイクルの義務化を規定～ 

（平成 7 年 6 月公布，平成 12 年 4 月完全施行）

特定家庭用機器再商品化法 （家電リサイクル法) 
～テレビ等廃家電の引取り・リサイクルと、消費者の料金負担の義務化を規定～ 

（平成 10 年 6 月公布，平成 13 年 4 月完全施行）

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 （建設リサイクル法） 
～建設廃棄物の分別解体、再資源化等の促進と義務を規定～ 

（平成 12 年 5 月公布，平成 14 年 5 月完全施行）

食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律 （食品リサイクル法) 
～食品残渣の発生抑制、減量化、再生利用の促進を規定～ 

（平成 12 年 6 月公布，平成 13 年 5 月完全施行）

リ
サ
イ
ク
ル
に
関
す
る
個
別
法 

使用済自動車の再資源化等に関する法律 （自動車リサイクル法） 
～使用済自動車のリサイクル・適正処理の促進と義務を規定～ 

（平成 14 年 7 月公布，平成 17 年 1 月完全施行）

国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律 （グリーン購入法）  
～国等による環境物品調達の推進等を規定～ 

（平成 12 年 5 月公布，平成13年 4月完全施行）
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２．計画の位置づけ 

本計画は、総合的な廃棄物処理を進めるため、廃棄物に関する国・県の計画と関連して

策定するものです。また、本組合構成市町の一般廃棄物処理基本計画等の個別計画と整合

を図りながら、ごみ減量・リサイクルを中心とした循環型社会の構築を目指し、ごみおよ

び生活排水の適正処理、今後の施設整備の方向づけ等、長期的・計画的に廃棄物処理施策

を推進するための基本方針となるものです。 

また、本計画は、一般廃棄物（ごみ、生活排水）を対象とした計画です。本計画では、

ごみ処理基本計画と生活排水処理基本計画のそれぞれを策定します。 

 

（本計画）　

県国
廃棄物の減量その他の適正な処理に
関する施策の総合的かつ計画的な
推進を図るための基本的な方針

循環型社会形成推進基本計画

栃木県廃棄物処理計画

栃木県ごみ処理広域化計画

塩谷広域行政組合一般廃棄物処理基本計画

<長期計画>
・ごみ処理基本計画
・生活排水処理基本計画

構成市町の一般廃棄物処理基本計画、
一般廃棄物処理実施計画、分別収集計画等個別計画

 
図１-１-１ 計画の位置づけ 
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３．計画対象区域 

本計画の対象区域は、本組合圏域（矢板市、さくら市、塩谷町、高根沢町の行政区域）

全域とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 18年 3月末現在） 

図１-１-２ 計画対象区域 

 

４．計画目標年次 

本計画は長期的視野にたつ計画であり、平成 18年度を初年度として、15年先の平成 32

年度を計画目標年次とします。 

ただし、廃棄物を取り巻く環境の変化を考慮し、おおむね 5 年ごとに改訂を行うものと

します。 

 

 

 

 

計画期間 ： 平成 18 年度～平成 32 年度 
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第２章  ごみ処理の現状と課題 

第１節 組合の現況 

１．人口 

各市町における過去 10年間の人口の推移は、表 2-1-1および図 2-1-1のとおりです。 

組合全体の人口は、微増傾向にありますが、対前年増加数は年々少なくなってきていま

す。平成 16年度末の組合人口は、約 12万 4千人となっています。 

 

表２-１-１ 人口の推移 
（単位：人）

区分 平成7年度 8 9 10 11 12 13 14 15 16

矢板市 36,849 37,069 37,166 37,187 37,022 37,053 36,986 36,907 36,763 36,517

さくら市 38,865 39,422 39,870 40,212 40,499 40,761 41,118 41,355 41,623 41,892

(旧氏家町) 27,250 27,635 28,066 28,378 28,731 29,125 29,448 29,728 30,078 －

(旧喜連川町) 11,615 11,787 11,804 11,834 11,768 11,636 11,670 11,627 11,545 －

塩谷町 15,129 15,063 15,016 14,874 14,687 14,629 14,588 14,498 14,359 14,193

高根沢町 28,303 28,571 28,866 29,407 29,981 30,198 30,407 30,579 30,825 31,010

合計 119,146 120,125 120,918 121,680 122,189 122,641 123,099 123,339 123,570 123,612
対前年
増加数

－ 979 793 762 509 452 458 240 231 42

※1　各年度末（3月31日）現在、住民基本台帳による人口・世帯数＋外国人登録者数

※2　平成7～15年度のさくら市の人口は、旧氏家町と旧喜連川町の合計。 出典：「住民基本台帳」より 
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図２-１-１ 人口の推移 
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２．世帯数 

各市町における過去 10年間の世帯数の推移は、表 2-1-2および図 2-1-2のとおりです。 

組合全体の世帯数は、年々増加しており、平成 16 年度末には 4 万 900 世帯となってい

ます。1 世帯あたりの人口は、徐々に減少しており、平成 16年度は 1世帯あたり 3.0人と

なっています。 

 

表２-１-２ 世帯数の推移 
（単位：世帯）

区分 平成7年度 8 9 10 11 12 13 14 15 16

矢板市 11,218 11,421 11,650 11,858 11,983 12,221 12,305 12,411 12,443 12,505

さくら市 11,269 11,596 11,982 12,244 12,525 12,733 13,014 13,247 13,530 13,650

(旧氏家町) 8,161 8,384 8,698 8,901 9,128 9,319 9,551 9,756 9,982 －

(旧喜連川町) 3,108 3,212 3,284 3,343 3,397 3,414 3,463 3,491 3,548 －

塩谷町 3,842 3,852 3,881 3,913 3,885 3,915 3,981 4,009 4,062 4,047

高根沢町 8,291 8,516 8,797 9,172 9,588 9,796 9,968 10,172 10,479 10,698

合計 34,620 35,385 36,310 37,187 37,981 38,665 39,268 39,839 40,514 40,900
対前年
増加数 － 765 925 877 794 684 603 571 675 386

1世帯あたり
人口（人） 3.4 3.4 3.3 3.3 3.2 3.2 3.1 3.1 3.1 3.0

※1　各年度末（3月31日）現在、住民基本台帳による人口・世帯数＋外国人登録者数

※2　平成7～15年度のさくら市の世帯数は、旧氏家町と旧喜連川町の合計。 出典：「住民基本台帳」より 
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図２-１-２ 世帯数の推移 
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第２節 ごみ処理の現状 

１．ごみ処理体系 

本組合のごみ処理体系は、図 2-2-1のとおりです。 
 

【塩谷広域環境衛生センター】

<焼却施設>

<粗大ごみ処理施設>

※各市町個別分

※さくら市（旧氏家町）のみ

※さくら市（旧喜連川町）のみ

【高根沢土づくりセンター】

※高根沢町のみ

※矢板市、高根沢町

※高根沢町のみ

古 紙 類 資 源 化

構
成
市
町
個
別
処
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（ 乾 電 池 ）

不燃物残渣

資 源 物

資 源 化

資 源 化

委託処分（埋立）

資 源 化
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委 託 処 分

焼 却 残 渣
委託処理（溶融）

焼 却 鉄

排 出 区 分 処 分 形 態処 理 方 法

委託処分（埋立）
焼 却可 燃 ご み

資 源 化

（拠点回収）

資 源 化

資 源 化

堆 肥 化 堆 肥 資 源 化

プラスチック
容 器

生 ご み

発 泡 ス チ
ロ ー ル

 
図２-２-１ ごみ処理体系（平成 17年 12月現在） 
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ごみ処理の運営・維持管理体制は、次のとおりです。 

・収集運搬：各市町（直営または委託） 

・中間処理：本組合 

・最終処分：委託 

各市町の可燃ごみ、不燃ごみ、粗大ごみは、塩谷広域環境衛生センター（以下「環境衛

生センター」といいます。）の焼却施設と粗大ごみ処理施設で処理を行っています。資源

ごみ（ビン類・ペットボトル・古紙類）は、環境衛生センターで保管または圧縮後、資源

化されています。なお、古紙類は、環境衛生センターに搬入されているものの他に、各市

町それぞれが直接リサイクル業者に引き渡し、資源化している古紙もあります。有害ごみ

については、環境衛生センターで一時保管した後、委託処分しています。 

また、構成市町個別の処理体系として、以下の品目の分別収集、拠点回収等を行ってい

ます。 

・矢板市：発泡スチロールの拠点回収（平成 17年 12月より） 

・さくら市（旧氏家町）：有価ビンの分別収集 

・さくら市（旧喜連川町）：プラスチック容器の分別収集 

・高根沢町：生ごみの分別収集・堆肥化 

発泡スチロール、古着・古布の拠点回収 

 

 

２．ごみの分別と収集方法 

各市町の平成 17年度の分別収集状況は、表 2-2-1～表 2-2-5に示すとおりです。 

それぞれの市町で分別区分やごみの名称に違いはありますが、大きく分けると、矢板市、

さくら市、塩谷町では、「可燃ごみ」、「不燃ごみ」、「資源ごみ」、「有害ごみ」、「粗大ごみ」

の 5分別、高根沢町では、これに「生ごみ」の分別が加わり、6分別となっています。 

収集回数についても、各市町で異なっており、特に資源ごみの収集回数に差があります。 

排出形態、収集方式は、全市町でおおむね同様となっています。なお、可燃ごみおよび

生ごみ（高根沢町のみ）の排出形態は、有料の指定袋制としています。 

また、処理困難物や、家電リサイクル法や資源有効利用促進法に基づき事業者による引

き取り等が義務づけられているものについては、各市町では収集を行わず、本組合では処

理をしていません。このようなごみを排出する場合、排出者が、販売店等に引き取りを依

頼するか、指定業者あるいは専門業者に処理を委託することとなります。 
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<各市町・組合で収集・処理しないごみ> 

・家電製品＋家庭系パソコン：エアコン、テレビ、冷蔵庫、冷凍庫、洗濯機、パソコン 

・処理困難物＋危険物：タイヤ、スプリング入りマットレス、バッテリー、バイク、消火

器、農機具類、農薬、注射針、ドラム缶など 

 

表２-２-１ 分別収集状況（矢板市） 
ごみの種類 収集回数 排出形態 収集方式

燃えるごみ 生ごみ、紙類（資源物を除く）、布類、プラス
チック類等 週１～２回 指定袋（有料）

燃えないごみ 金属類、スチール缶･アルミ缶、スプレー
缶、陶磁器類等 月２回 コンテナ

新聞紙 新聞紙

雑誌 雑誌

ダンボール ダンボール

牛乳パック 内側が白いもの

その他雑紙類 チラシ、包装紙、お菓子の箱、封筒等

ビン類 飲食用のガラス容器（ビン類） 月１回 コンテナ

ペットボトル 清涼飲料水、醤油、焼酎などのペットボトル 月１回 コンテナ

有害ごみ 乾電池（燃えないごみと同日） 月２回 透明袋

発泡スチロール 食品用トレイ（白色・色物・絵柄物）、カップ
麺の容器、発泡スチロール素材のもの － － 拠点回収

粗大ごみ 家庭電化製品（家電リサイクル法対象品は
除く）、家具類、ふとん、自転車等大型ごみ － －

直接搬入
戸別収集
（有料）

ステーション

分別区分

資
源
物

月２回 ひもで十文字に縛る

 
 

表２-２-２ 分別収集状況（さくら市（旧氏家町）） 
ごみの種類 収集回数 排出形態 収集方式

可燃ごみ 生ごみ、木くず、紙おむつ、皮革・ゴム、プラ
スチック類、発泡スチロール等 週２回 指定袋（有料）

不燃ごみ
・小型電気製品、アルミ缶・スチール缶、ス
プレー缶、せともの、なべ、ガラス等
・乾電池

月２回 コンテナ
（乾電池は袋）

古紙類

・新聞紙
・ダンボール
・雑紙類（雑誌、チラシ、菓子箱、封筒など）
・牛乳パック

月１回 種類ごとにひも
で縛る

有価ビン 酒一升ビン、ビールビン 月１回 袋に入れずコン
テナの外に出す

ペットボトル ペットボトル 月１回 透明袋

ガラスビン 飲食用のビン 月１回 透明・半透明袋

粗大ごみ 家具類、家電製品、自転車、ストーブ、ふと
ん等

－ －
直接搬入
戸別収集
（有料）

分別区分

ステーション

資
源
ご
み
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表２-２-３ 分別収集状況（さくら市（旧喜連川町）） 
ごみの種類 収集回数 排出形態 収集方式

可燃ごみ 生ごみ、皮革・ゴム、布類、紙おむつ、プラ
スチック製品、発泡スチロール 週２回 指定袋（有料）

不燃ごみ アルミ缶・スチール缶、雑ビン・ガラス、小型
家電製品類、金属類、陶磁器類等 月１回 コンテナ

古紙類

・新聞紙
・雑誌・本類
・広告紙・雑紙
・ダンボール
・紙パック

月１回 種類ごとにひもで十文字に縛る

ペットボトル ペットボトル 月１回 コンテナ

びん類 飲食用のガラス容器 月１回 コンテナ

プラスチック容器 洗剤等の容器、ペットボトルのキャップ等 月１回 透明・半透明袋

有害ごみ 乾電池（不燃ごみと同日収集） 月１回 中身の見える袋

粗大ごみ 家電製品、家具類、寝具類・敷物・乳母車、
スポーツ・レジャー用品、ストーブ、その他

－ －
直接搬入
戸別収集
（有料）

ステーション
資
源
物

分別区分

 
 

表２-２-４ 分別収集状況（塩谷町） 
ごみの種類 収集回数 排出形態 収集方式

燃やすごみ 生ごみ、貝殻、紙おむつ、紙くず、布類、ポ
リ袋、ゴム類、皮革製品類、プラスチック

週２回 指定袋（有料）

燃えないごみ
・空き缶、ガラス、陶器類、ナベ、スプレー
缶、ドライヤー、電球・蛍光灯
・乾電池

月２～３回
コンテナ
（乾電池はレジ
袋等）

資源回収

・新聞紙
・雑誌・本
・広告紙・雑紙
・ダンボール
・牛乳パック

週１回 種類ごとに束ねる

資源ビン 飲み物、食べ物、調味料用ビン類 月２回 コンテナ

ペットボトル ペットボトル 週１回 コンテナ

粗大ごみ いす、ガスレンジ、自転車、ストーブ、掃除
機、机、家具類、ステレオ、布団等 － －

直接搬入
戸別収集
（有料）

ステーション

分別区分

 
 

表２-２-５ 分別収集状況（高根沢町） 
ごみの種類 収集回数 排出形態 収集方式

燃えるごみ プラスチック類、紙くず、革製品、ゴム製品、
紙おむつ等 週２回 指定袋（有料）

生ごみ 家庭の台所から出た残飯、料理くず、茶殻、
たまご殻、菓子くず等 週２回 指定袋（有料）

資源びん 食べ物、飲み物等のびん 月１回 コンテナ

カン・ガラス・不
燃物

空き缶、スプレー缶、金属類、せともの、ガラ
ス、化粧品などのびん、鏡、電球、蛍光灯、
乾電池

月１回
コンテナ
（乾電池は透明
袋）

古紙回収

・新聞
・雑紙（雑誌・本・チラシ・紙箱等）
・段ボール
・牛乳パック

月１回 種類ごとにひも
で十文字に縛る

ペットボトル ペットボトル 月１回 コンテナ

発泡スチロール 食品用トレイ（白色・色物・絵柄物）、カップ
麺の容器、発泡スチロール素材のもの

－ － 拠点回収

綿混紡率50％以上のもの － － 拠点回収

粗大ごみ 自転車、ストーブ、ベッド等（コンテナに入ら
ない大きなごみ）

－ －
直接搬入
戸別収集
（有料）

古着・古布

分別区分

資
源
ご
み
等

ステーション
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３．ごみの排出状況 

1）ごみ発生量の推移 

本組合のごみ発生量の推移は、表 2-2-6 および図 2-2-2 のとおりです。ごみ排出量お

よびごみ発生量は微増傾向にありましたが、平成 16年度には若干減少しています。平成

16年度のごみ発生量は、約 3万 5千ｔとなっています。 

家庭系収集ごみは微増傾向にあり、直接搬入ごみは毎年若干の増減が見られます。事

業系ごみは、平成 15 年度までは増加を続けていましたが、平成 16 年度には減少に転じ

ています。また、事業系ごみ量は、ごみ排出量の約 4 分の 1 を占めています。集団回収

量については、減少傾向にあります。 

 

表２-２-６ ごみ発生量の推移（組合） 
（単位：ｔ/年）

平成12年度 13 14 15 16

計画収集人口 （人） 122,641 123,099 122,529 123,570 123,612

収集ごみ 22,421.11 24,400.05 24,413.43 24,692.46 24,725.92

直接搬入ごみ 898.22 790.92 879.04 939.03 984.15

拠点回収ごみ - 1.00 2.00 2.00 3.00

事業系ごみ 8,318.28 8,545.78 8,641.65 8,926.97 8,722.11

ごみ排出量計 31,637.61 33,737.75 33,936.12 34,560.46 34,435.18

集団回収 303.00 278.00 279.00 249.00 243.00

ごみ発生量計 31,940.61 34,015.75 34,215.12 34,809.46 34,678.18

区　　　分

家
庭
系

 
出典：「塩谷広域環境衛生センター概要」実績表 
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図２-２-２ ごみ発生量の推移（組合） 
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2）市町別ごみ発生量の推移 

ごみ発生量を市町別に整理して、表 2-2-7および図 2-2-3に示します。 

 

表２-２-７ 市町別ごみ発生量の推移 
（単位：ｔ/年）

平成12年度 13 14 15 16

計画収集人口 （人） 37,053 36,986 36,097 36,763 36,517

収集ごみ 7,330.10 7,431.47 7,331.37 7,566.75 7,506.71

直接搬入ごみ 352.93 278.94 316.05 341.30 350.51

拠点回収ごみ - - - - -

事業系ごみ 3,318.17 3,367.17 3,462.20 3,561.31 3,381.16

ごみ排出量計 11,001.20 11,077.58 11,109.62 11,469.36 11,238.38

集団回収 233.00 209.00 181.00 183.00 170.00

ごみ発生量計 11,234.20 11,286.58 11,290.62 11,652.36 11,408.38

計画収集人口 （人） 29,125 29,448 29,728 30,078 30,489

収集ごみ 5,503.89 6,731.73 6,981.06 6,870.97 7,036.45

直接搬入ごみ 193.49 241.87 269.23 254.35 281.20

拠点回収ごみ - - - - -

事業系ごみ 1,977.85 2,152.18 2,241.84 2,367.44 2,235.73

ごみ排出量計 7,675.23 9,125.78 9,492.13 9,492.76 9,553.38

集団回収 14.00 14.00 12.00 14.00 28.00

ごみ発生量計 7,689.23 9,139.78 9,504.13 9,506.76 9,581.38

計画収集人口 （人） 11,636 11,670 11,627 11,545 11,403

収集ごみ 1,720.18 2,116.15 2,091.93 2,162.73 2,105.02

直接搬入ごみ 67.64 66.64 76.52 92.75 93.98

拠点回収ごみ - - - - -

事業系ごみ 1,229.19 1,260.63 1,118.16 1,037.47 1,085.60

ごみ排出量計 3,017.01 3,443.42 3,286.61 3,292.95 3,284.60

集団回収 7.00 7.00 10.00 13.00 14.00

総ごみ発生量 3,024.01 3,450.42 3,296.61 3,305.95 3,298.60

計画収集人口 （人） 14,629 14,588 14,498 14,359 14,193

収集ごみ 2,446.22 2,403.43 2,338.84 2,414.54 2,444.65

直接搬入ごみ 76.35 49.50 52.57 75.26 76.88

拠点回収ごみ - - - - -

事業系ごみ 420.40 444.21 486.79 525.76 513.29

ごみ排出量計 2,942.97 2,897.14 2,878.20 3,015.56 3,034.82

集団回収 19.00 22.00 37.00 15.00 16.00

ごみ発生量計 2,961.97 2,919.14 2,915.20 3,030.56 3,050.82

計画収集人口 （人） 30,198 30,407 30,579 30,825 31,010

収集ごみ 5,420.72 5,717.27 5,670.24 5,677.47 5,633.09

直接搬入ごみ 207.81 153.97 164.67 175.37 181.58

拠点回収ごみ － 1.00 2.00 2.00 3.00

事業系ごみ 1,372.67 1,321.59 1,332.66 1,434.99 1,506.33

ごみ排出量計 7,001.20 7,193.83 7,169.57 7,289.83 7,324.00

集団回収 30.00 26.00 39.00 24.00 15.00

ごみ発生量計 7,031.20 7,219.83 7,208.57 7,313.83 7,339.00

家
庭
系

さ
く
ら
市
（
旧
氏
家
町
）

区 分

矢

板

市

家
庭
系

高

根

沢

町

塩

谷

町

さ
く
ら
市
（
旧
喜
連
川
町
）

家
庭
系

家
庭
系

家
庭
系

 
出典：「塩谷広域環境衛生センター概要」実績表 
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図２-２-３ 市町別ごみ発生量の推移 

 

過去 5年間のごみ発生量は、全市町で増減はあるものの、若干の増加傾向にあります。 

また、各市町のごみ発生量と人口の割合を図 2-2-4に示します。矢板市とさくら市（旧

氏家町および旧喜連川町）では、人口割合に比べて、ごみ発生量が多くなっています。 
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図２-２-４ 各市町のごみ発生量・人口割合 
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3）１人１日あたりのごみ排出量 

1人 1日あたりのごみ排出量は、表 2-2-8および図 2-2-5に示すとおりです。 

組合平均では、平成 15 年度までは増加していましたが、平成 16 年度にはわずかに減

少し、763ｇ/人/日となっています。 

市町別の 1 人 1 日あたりのごみ排出量は、矢板市、さくら市（旧氏家町および旧喜連

川町）は組合平均より多く、塩谷町、高根沢町は組合平均より少なくなっています。 

 

表２-２-８ １人１日あたりのごみ排出量 
（単位：ｇ/人/日）

平成12年度 13 14 15 16

収集ごみ 500.87 543.05 545.88 547.47 548.02

直接搬入ごみ 20.07 17.60 19.66 20.82 21.81

拠点回収ごみ － 0.02 0.04 0.04 0.07

事業系ごみ 185.83 190.20 193.23 197.92 193.32

１人１日あたり排出量 706.77 750.87 758.81 766.25 763.22

収集ごみ 541.99 550.48 556.44 563.90 563.20

直接搬入ごみ 26.10 20.66 23.99 25.44 26.30

拠点回収ごみ － － － － －

事業系ごみ 245.35 249.42 262.78 265.40 253.68

１人１日あたり排出量 813.44 820.56 843.21 854.74 843.18

収集ごみ 517.74 626.29 643.37 625.86 632.29

直接搬入ごみ 18.20 22.50 24.81 23.17 25.27

拠点回収ごみ － － － － －

事業系ごみ 186.05 200.23 206.61 215.64 200.90

１人１日あたり排出量 721.99 849.02 874.79 864.67 858.46

収集ごみ 405.02 496.80 492.93 513.23 505.76

直接搬入ごみ 15.93 15.64 18.03 22.01 22.58

拠点回収ごみ － － － － －

事業系ごみ 289.42 295.95 263.48 246.20 260.83

１人１日あたり排出量 710.37 808.39 774.44 781.44 789.17

収集ごみ 458.13 451.38 441.98 460.70 471.90

直接搬入ごみ 14.30 9.30 9.93 14.36 14.84

拠点回収ごみ － － － － －

事業系ごみ 78.73 83.43 91.99 100.32 99.08

１人１日あたり排出量 551.16 544.11 543.90 575.38 585.82

収集ごみ 491.80 515.14 508.02 504.61 497.68

直接搬入ごみ 18.85 13.87 14.75 15.59 16.04

拠点回収ごみ － 0.09 0.18 0.18 0.27

事業系ごみ 124.54 119.08 119.40 127.54 133.08

１人１日あたり排出量 635.19 648.18 642.35 647.92 647.07

全国平均※ 1,132.00 1,124.00 1,111.00 1,106.00 －

栃木県平均※ 1,010.00 1,030.00 1,056.00 1,054.00 －

※

家
庭
系

区 分

　「日本の廃棄物処理（平成12年度版～15年度版）環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策
部廃棄物対策課」より
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図２-２-５ １人１日あたりのごみ排出量 

 

また、全国および栃木県の 1 人 1 日あたりのごみ排出量と比較すると、本組合は、全

国平均よりも約 340ｇ、栃木県平均よりも約 290ｇ少なく、排出量自体が少ないといえま

す。 
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4）家庭系ごみの排出実態 

（1）収集ごみ 

収集ごみ量（組合全体）の推移は、表 2-2-9および図 2-2-6のとおりです。 

可燃ごみは、平成 15 年度までは増加していましたが、平成 16 年度には減少してい

ます。生ごみは、平成 14年度を境に減少しています。 

また、平成 14 年度に、不燃ごみが大きく減少し、資源ごみが増加している理由は、

平成 14年度にビン類の分別収集を開始したことによります。 

全体では、微増傾向にあります。 

 

表２-２-９ 収集ごみ量の推移 
（単位：ｔ/年）

平成12年度 13 14 15 16

可燃ごみ 15,393.39 15,842.22 16,271.59 16,806.57 16,776.30

生ごみ 721.04 775.67 776.91 734.29 673.96

不燃ごみ 3,294.91 3,326.48 1,489.35 1,513.68 1,365.53

資源ごみ 2,843.47 4,391.62 5,829.05 5,597.54 5,862.22

有害ごみ （不燃ごみに含む）

粗大ごみ 168.30 64.06 46.53 40.38 47.91

22,421.11 24,400.05 24,413.43 24,692.46 24,725.92

※ 生ごみ：高根沢町のみ

合 計

区 分

※

 
出典：「塩谷広域環境衛生センター概要」実績表 
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図２-２-６ 収集ごみ量の推移 
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（2）直接搬入ごみ 

直接搬入ごみ量（組合全体）の推移は、表 2-2-10および図 2-2-7のとおりです。 

直接搬入ごみ量は、平成 13 年度にいったん減少し、その後は年々増加しています。

これは、平成 13 年 4 月に家電リサイクル法注 1が施行されたことにより、法律施行前

の駆け込み需要に伴う処分の関係で、平成 12年度に粗大ごみが一時的に増加し、平成

13 年度には減少したものと考えられます。なお、粗大ごみは、平成 13 年度以降増加

しています。可燃ごみ、不燃ごみも毎年増加しています。 

 

表２-２-１０ 直接搬入ごみ量の推移 
（単位：ｔ/年）

平成12年度 13 14 15 16

可燃ごみ 183.70 198.43 212.72 230.33 234.55

不燃ごみ 31.78 38.09 47.74 56.75 58.66

資源ごみ 307.51 296.21 328.84 328.32 324.34

有害ごみ （不燃ごみに含む）

粗大ごみ 375.23 258.19 289.74 323.63 366.60

898.22 790.92 879.04 939.03 984.15合 計

区 分

 
出典：「塩谷広域環境衛生センター概要」実績表 
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図２-２-７ 直接搬入ごみ量の推移 

 

 

 

 

 

 

注 1 家電リサイクル法（特定家庭用機器再商品化法） 

本法は、市町村等での処理が困難になっており、再生資源の有効利用が十分に行われていない廃家

電のリサイクルを促進することを目的に平成 10 年に制定され、平成 13 年 4 月から施行されました。

対象となる製品は、エアコン、テレビ、冷蔵庫、冷凍庫、洗濯機が指定されています。消費者・小

売業者・製造業者等は、それぞれ以下の役割を果たす義務があります。 

消 費 者：収集・運搬料金および再商品化等（リサイクル）料金の費用負担 

小 売 業 者：消費者からの引き取りと製造業者への引き渡し 

製造業者等：引き取りと家電製品の再商品化（リサイクル）の実施 
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（3）拠点回収ごみ 

矢板市では発泡スチロールの拠点回収を、高根沢町では発泡スチロールおよび古

着・古布の拠点回収を行っており、回収量は表 2-2-11に示すとおりです。ただし、矢

板市では、平成 17年 12 月から拠点回収を開始したため、表 2-2-11の回収量は、高根

沢町の量となっています。 
 

表２-２-１１ 拠点回収量の推移 
（単位：ｔ/年）

平成12年度 13 14 15 16

－ － － 1.00 2.00

－ 1.00 2.00 1.00 1.00

－ 1.00 2.00 2.00 3.00

区 分

発泡スチロール

古着・古布

合　　計  
出典：塩谷広域行政組合資料 

 

5）事業系ごみの排出実態 

事業系ごみ量（組合全体）の推移は、表 2-2-12および図 2-2-8のとおりです。 

事業系ごみ量は、平成 15年度までは増加し、平成 16年度には減少に転じています。

事業系ごみは、可燃ごみが全体の約 9割を占めています。 
 

表２-２-１２ 事業系ごみ量の推移 
（単位：ｔ/年）

平成12年度 13 14 15 16

可燃ごみ 7,322.41 7,547.17 7,692.24 7,887.29 7,788.22

生ごみ 55.00 81.13 73.66 79.44 63.94

不燃ごみ 693.21 661.86 620.29 616.56 575.88

資源ごみ － － － － －

有害ごみ （不燃ごみに含む）

粗大ごみ 247.66 255.62 255.46 343.68 294.07

8,318.28 8,545.78 8,641.65 8,926.97 8,722.11

※ 生ごみ：高根沢町のみ

合 計

区 分

※

 
出典：「塩谷広域環境衛生センター概要」実績表 
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図２-２-８ 事業系ごみ量の推移 
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４．ごみの減量化・資源化の状況 

1）集団回収 

各市町では、集団回収事業が行われており、古紙、びん、缶などが収集されています。

集団回収量の推移は、表 2-2-13および図 2-2-9のとおりです。 

集団回収量は減少傾向を示しているため、今後さらに普及させることが重要です。 

 

表２-２-１３ 集団回収の実績 
（単位：ｔ/年）

平成12年度 13 14 15 16

矢板市 233 209 181 183 170

旧氏家町 14 14 12 14 28

旧喜連川町 7 7 10 13 14

塩谷町 19 22 37 15 16

高根沢町 30 26 39 24 15

303 278 279 249 243合 計

区 分

 
出典：塩谷広域行政組合資料 

 

0

50

100

150

200

250

300

350

Ｈ12 13 14 15 16 （年度）

（ｔ/年）

高根沢町
塩谷町
旧喜連川町
旧氏家町
矢板市

 
図２-２-９ 集団回収の実績 
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2）生ごみ処理機等 

各市町では、生ごみの減量を推進するため、生ごみ処理機等（機械式、処理容器）の

購入費用の一部を補助しています。生ごみ処理機等の補助制度の概要を表 2-2-14に、補

助実績を表 2-2-15に示します。 

 

表２-２-１４ 生ごみ処理機等の補助制度 

市　町

矢板市

さくら市

塩谷町

高根沢町

補　助　内　容

【機械式】　購入額の1/2以内を補助　限度額：30,000円
【容器式】　購入額の1/2以内を補助　限度額：03,000円

【機械式】　購入額の1/2以内を補助　限度額：30,000円
【容器式】　購入額の2/3以内を補助　限度額：05,000円

【機械式】　購入額の2/3以内を補助　限度額：30,000円
【容器式】　購入額の2/3以内を補助　限度額：04,000円

【機械式】　購入額の1/2以内を補助　限度額：10,000円
【容器式】　購入額の1/2以内を補助　限度額：10,000円  

 

表２-２-１５ 生ごみ処理機等補助実績 
（単位：台）

平成12年度 13 14 15 16

機械式 59 57 47 28 22

容 器 15 11 0 6 5

計 74 68 47 34 27

機械式 － － － 35 38

容 器 － － － 59 45

計 171 215 232 94 83

機械式 21 21 12 7 9

容 器 1 3 4 5 0

計 22 24 16 12 9

機械式 － 22 25 17 25

容 器 64 6 3 3 6

計 64 28 28 20 31

高根沢町

区　　分

矢板市

さくら市

塩谷町

 
出典：各市町資料 
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3）その他ごみの減量化・資源化への取り組み 

現在、各市町におけるごみの減量化・資源化を推進するための主な取り組みには、表

2-2-16のようなものがあります。 

 

表２-２-１６ 減量化・資源化を推進するための主な取り組み 

市　町

矢板市

さくら市

塩谷町

高根沢町
・学校給食用牛乳パックのリサイクルの実施
・古着、古布の回収の実施
・発泡スチロールのリサイクルの実施

その他の取り組み

・資源化推進支援事業（空き缶プレス機の貸与等）の実施
・自家処理等推進事業（剪定枝葉の処理破砕等）の実施
・ごみ減量化・資源化事業（ＰＲ活動、矢板市ごみ推進会議等）の実施

・広報、ポスター等で可燃ごみ排出抑制のＰＲを実施

・ごみの減量と資源の有効利用の促進を図るためＰＲ、啓発活動を実施
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５．中間処理状況 

1）焼却施設 

（1）概要 

各市町から排出される可燃ごみおよび粗大ごみ処理施設で選別される可燃物は、環

境衛生センター焼却施設において、焼却処理を行っています。焼却施設概要は、表

2-2-17のとおりです。 

環境衛生センターは、稼働後 15年以上が経過しており、施設の老朽化が進み、処理

能力が低下してきています。 

 

表２-２-１７ 焼却施設の概要 
施 設 名 称 　塩谷広域環境衛生センター

所 在 地 　栃木県さくら市松島823番地

敷 地 面 積 　9,600㎡（粗大ごみ処理施設含む）

処 理 能 力 　80ｔ/日（40ｔ/24h×2炉）

稼 働 年 月 　平成2年4月

（平成14年度　ダイオキシン類対策工事を実施）

燃 焼 設 備 　ストーカ式燃焼炉＋CCRSシステム

燃焼ガス冷却設備 　水噴射式ガス冷却＋間接空気冷却

排ガス処理設備 　バグフィルタ・有害ガス除去装置

飛 灰 処 理 設 備 　キレート樹脂固化方式  
 

（2）処理量 

過去 5年間の焼却処理量の実績は、表 2-2-18および図 2-2-10のとおりです。 

焼却量は、平成 14年度までは減少していましたが、平成 15年度には増加しており、

平成 16年度の焼却量は約 2万 6千ｔとなっています。焼却残渣率は、焼却量に対して

10％程度となっています。 

 

表２-２-１８ 焼却処理量の実績 
（単位：ｔ/年）

区 分 平成12年度 13 14 15 16

焼 却 量 24,768.92 23,966.90 22,158.10 26,443.05 26,286.44

委 託 量 - - 2,516.68 575.71 1,333.24

焼 却 鉄 32.19 34.73 32.52 31.05 29.72

焼 却 灰 2,269.51 2,365.49 2,280.73 1,952.04 1,845.43

は い じ ん - - - 821.63 834.35

焼却残渣率 9.2% 9.9% 10.3% 10.5% 10.2%

出典 ： 「塩谷広域環境衛生センター概要」ごみ内訳表  
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図２-２-１０ 焼却処理量の実績 

 

（3）ごみ質 

環境衛生センターで測定されたごみ質は、表 2-2-19および図 2-2-11のとおりです。 

可燃ごみの中には紙類やプラスチック類、厨芥類が多く含まれています。特にプラ

スチック類を焼却することにより、地球温暖化のもととなる二酸化炭素が大量に排出

されることから、可燃ごみの中からプラスチック類を減らしていくことが課題の一つ

です。また、紙類や厨芥類、プラスチック類は、分別することにより貴重な資源とな

ります。 

 

表２-２-１９ ごみ質の推移（環境衛生センター） 

年度 平成12年度 13 14 15 16
区分 （平均） （平均） （平均） （平均） （平均）
紙・布類 (％) 51.1 53.0 48.3 48.0 48.1
ﾋﾞﾆｰﾙ・ｺﾞﾑ皮革合成樹脂 (％) 30.0 27.3 27.2 29.1 29.9
組 木・竹・わら類 (％) 6.9 7.9 4.9 9.5 5.1
成 厨芥類 (％) 5.2 8.6 16.2 9.8 11.5
不燃物類 (％) 5.2 0.9 1.9 0.8 1.2
その他 (％) 1.6 2.3 1.5 2.8 4.2
三 水分 (％) 40.9 47.1 49.8 47.6 46.6
成 灰分 (％) 7.5 4.5 5.1 4.3 5.5
分 可燃分 (％) 51.7 48.4 45.1 48.1 47.9
低位発熱量 (kJ/kg) 8,718 7,935 7,248 7,870 7,868

(kcal/kg) 2,083 1,896 1,731 1,880 1,879
出典：「分析結果報告書」より
※組　成：乾燥ベース
　三成分：湿ベース  
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図２-２-１１ ごみ質の推移 

 
 

2）粗大ごみ処理施設 

（1）概要 

環境衛生センター粗大ごみ処理施設の概要は、表 2-2-20のとおりです。 

粗大ごみ処理施設では、不燃ごみおよび粗大ごみの破砕処理を行い、資源物の選別、

圧縮を行っています。破砕後の可燃物は焼却施設へ、不燃物は委託処分、資源物（鉄、

アルミ）は資源化しています。 

 

表２-２-２０ 粗大ごみ処理施設の概要 
施 設 名 称 　塩谷広域環境衛生センター　粗大ごみ処理施設

所 在 地 　栃木県さくら市松島822番地

敷 地 面 積 　9,600㎡（ごみ焼却施設含む）

処 理 能 力 　30ｔ/日（5hｒ×1基）

稼 働 年 月 　平成7年4月

処 理 対 象 物 　破砕処理：鉄、アルミ、不燃物、可燃物  
 

（2）処理量 

粗大ごみ処理施設における過去 5年間の処理実績は、表 2-2-21のとおりです。 

平成 14年度に、ビン類を資源ごみとして分別収集を開始したことにより、搬入量は

大きく減少しました。 
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平成 13年度までは、ビン類は不燃ごみと一緒に収集され、粗大ごみ処理施設におい

て手選別で回収していましたが、ビン類の分別収集開始後は、分別収集されたビン類

は環境衛生センターで一時保管し、全量を委託により資源化しています。 

 

表２-２-２１ 処理量の実績 
（単位：ｔ/年）

平成12年度 13 14 15 16

搬入量 4,811.09 4,721.34 2,834.60 2,946.28 2,717.28

253.20 198.84 152.33 154.40 135.99

1,754.36 1,839.61 608.58 617.32 586.59

2,108.29 1,857.22 1,290.70 1,226.95 1,197.07

缶プレス 1,307.83 1,192.00 1,072.41 1,003.95 964.32

アルミプレス 227.40 231.96 218.29 223.00 232.75

ビン類 573.06 433.26 - - -

不適物（困難物） 188.54 157.07 110.81 138.09 165.72

区 分

搬
出
量

可燃物

不燃物

資源化

 
出典：「塩谷広域環境衛生センター概要」ごみ内訳表 

 

3）高根沢町土づくりセンター 

（1）概要 

高根沢町土づくりセンターの概要は、表 2-2-22のとおりです。土づくりセンターで

は、牛糞尿、家庭系生ごみ、籾殻を原料にして、堆肥化を行っています。 

 

表２-２-２２ 高根沢町土づくりセンターの概要 
施 設 名 称 　高根沢町土づくりセンター

所 在 地 　栃木県高根沢町大字平田1525番1 他

敷 地 面 積 　9,805㎡

処 理 能 力 　24ｔ/日

原料（計画）　牛糞尿 17ｔ、家庭系生ごみ 3ｔ、籾殻 4ｔ

稼 働 年 月 　平成12年4月

処 理 方 法 　高速堆肥化方式  
 

（2）処理量 

土づくりセンターにおける処理量の実績を表 2-2-23、図 2-2-12に示します。 

生ごみの処理量は、搬入量全体の約 15％となっています。堆肥は、搬入量に対して

約 30～35％の割合で作られています。また、残渣類は、1 日あたり 50kg 程度（年間

15ｔ程度）排出され、焼却処理しています。 
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表２-２-２３ 処理量の実績 
（単位：ｔ/年）

平成13年度 14 15 16

牛 糞 3,552.47 2,489.23 3,342.40 2,839.24

牛 尿 363.84 330.55 314.77 149.99

生 ご み 856.80 648.80 820.51 675.99

籾 殻 993.05 653.55 801.75 744.75

計 5,766.16 4,122.13 5,279.43 4,409.97

1,808.17 1,386.07 1,820.96 1,443.07

31.4% 33.6% 34.5% 32.7%

搬
入
量

区 分

堆 肥

堆 肥 化 率  
出典：「高根沢町土づくりセンター運営状況」 
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図２-２-１２ 処理量の実績 

 

4）組合施設で受け入れられていないごみ 

本組合内で発生、排出される一般廃棄物は、本来、本組合で処理を行うべきものです

が、表 2-2-24に示すごみ量は、焼却施設の処理能力の関係から、本組合で受け入れられ

なかったものです。 

受け入れられなかったごみは、平成 16年度には約 1,800ｔありました。平成 15年度ま

では、年間 685ｔ程度となっていますが、これは木・草類以外のごみ量データがなかっ

たためであり、実際にはさらに多くのごみを受け入れられていない状況でした。 

 

表２-２-２４ 本組合で受け入れられなかったごみ量 
（単位：ｔ/年）

区 分 平成12年度 13 14 15 16

木 ・草 類 685.147 685.153 685.158 685.164 1,276.964

可燃性粗大ごみ － － － － 311.000

火 事 残 材 － － － － 40.000

紙 オ ムツ等 － － － － 189.980

合 計 685.147 685.153 685.158 685.164 1,817.944

※　－：データなし  
出典：塩谷広域行政組合資料 
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６．最終処分状況 

本組合では、最終処分場を整備していないため、県外の最終処分場に埋立処分を委託し

ています。また、焼却灰の一部は、委託により溶融処理を行い、資源化しています。埋立

処分、溶融処理の委託先は、次のとおりです。 

・埋立処分（焼却灰、ばいじん、不燃物残渣）：福島県小野町の民間最終処分場 

・溶融処理（焼却灰の一部）：栃木県小山市の民間施設 

最終処分量（委託）の実績は、表 2-2-25および図 2-2-13のとおりです。最終処分量は、

平成 14 年度から、焼却灰の一部を委託による溶融処理していること、ビン類の分別収集

を開始し全量資源化していることにより、大きく減少しました。また、平成 14 年度に実

施した焼却施設の改造工事後は、焼却灰とばいじんを分離貯留しているため、平成 15 年

度からは焼却灰とばいじんの処分量を別々に計上しています。 

 

表２-２-２５ 最終処分量（委託）の実績 
（単位：ｔ/年）

区 分 平成12年度 13 14 15 16

焼 却 灰 2,269.51 2,365.49 1,107.92 502.31 532.10

ば い じ ん － － － 821.63 834.35

不燃物残渣 1,754.36 1,839.61 608.58 617.32 586.59

合 計 4,023.87 4,205.10 1,716.50 1,941.26 1,953.04

溶融処理※ － － 1,171.89 1,449.73 1,313.33

※ 焼却灰のうちの溶融処理量  
出典：「塩谷広域環境衛生センター概要」焼却灰及び不燃物残渣量（実績） 
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図２-２-１３ 最終処分量（委託）の実績 
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７．ごみ処理費用 

本組合でごみの処理に要する費用は表 2-2-26のとおりです。費用は平成 16年度におい

て約 6億 2 千万円となっており、近年はやや増加傾向となっています。また、ごみ 1 トン

あたりの処理費は約 2万 2千円となっています。 

今後、ごみの分別やリサイクルを推進し、減量化を図るための必要な経費や施設の整備

費、環境対策費などにより、経費が増加することも考えられます。 

 

表２-２-２６ ごみ処理費用の推移（組合負担分） 

平成12年度 13 14 15 16

ごみ処理費 （千円） 538,501 554,567 654,321 575,443 618,587

ごみ1トンあたりの処理費 （円） 19,433 19,671 23,238 19,782 22,270

※　ごみ処理費には収集運搬費は含んでいません。

区　　　　分

 
出典：「塩谷広域環境衛生センター概要」 
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第３節 ごみ処理の課題 

１．ごみの排出抑制 

各市町では、集団回収の促進や家庭用コンポスト容器等の利用促進、マイバッグ運動や

各種啓発活動など、家庭ごみの排出抑制対策を中心として様々な取り組みを行っています。

本組合においても、排出事業者に対する指導などの排出抑制対策を行っています。 

このような各種の取り組みおよび住民、事業者による排出抑制活動により、本組合のご

み排出量は、多少の増減はあるものの、微増にとどまっています。今後は、ごみの減量に

向けて、過剰包装を辞退する、詰め替え製品を購入するなどのごみの発生を抑制したライ

フスタイルの構築や、住民、事業者によるごみの排出抑制、資源化のさらなる推進を検討

する必要があります。 

 

２．ごみの資源化 

環境衛生センターで測定したごみの組成によると、可燃ごみの中には資源化可能な紙類

や生ごみ、プラスチック類が多く含まれています。これらを分別することにより、資源化

が促進されるだけではなく、環境衛生センターへの負荷を低減することができるため、さ

らなる資源化の促進について検討を行う必要があります。 

 

３．ごみの収集・運搬 

1）分別収集の細分化・統一化の検討 

現在、ごみの分別区分は、市町間でばらつきがあります。今後の本組合のごみ処理方

法に応じて、資源ごみ等の分別収集品目を細分化するなどの検討が必要になります。ま

た、本組合で処理を行うごみについては、市町間で分別方法や排出形態等を統一する必

要があります。 

2）分別収集細分化・統一化に伴う収集方法の検討 

資源ごみ等の分別収集細分化（多品目化）に伴って、収集頻度、収集容器、収集車両

等について検討する必要があります。 

 

４．中間処理施設（焼却施設・粗大ごみ処理施設等） 

環境衛生センターでは、ダイオキシン類排出の規制強化に対応するため、排ガス処理装

置の改造工事を行いました。しかし、施設稼働から 15 年以上が経過しているため、施設

の一部に老朽化の傾向が見られ、処理能力が低下してきている状況です。 
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そのため、現在、新しい中間処理施設の整備に向けた検討を進めているところですが、

新規中間処理施設が稼働するまでは、現在の施設を適切な維持管理の下で使用するととも

に、可燃ごみを減量して、施設への負荷を低減させる必要があります。 

また、粗大ごみ処理施設についても稼働後 10 年以上が経過していることから、施設の

更新に向けて、検討を進めています。 

 

５．最終処分場 

現在、本組合では最終処分場を所有しておらず、最終処分の対象となる焼却灰および粗

大ごみ処理施設からの不燃残渣については、民間業者に資源化（溶融処理）や最終処分を

委託している状況です。 

したがって、今後は自区内処理の原則や、長期的に安定した処分を目指すことからも、

本組合の最終処分場整備に向けて検討を進める必要があります。 
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第３章  ごみ処理基本計画 

第１節 計画の基本方針 

１．循環型社会形成に向けた基本原則 

平成 13 年 1 月に施行された循環型社会形成推進基本法では、環境負荷をできる限り低

減するという観点から、基本原則として、以下の優先順位が定められました。 

 

 

“もの”の発生自体を抑制することにより、廃棄物等になる量を削減していくこと

です。 
 

 

“もの”が“循環資源”となった場合、まず、環境負荷の少ない再使用を目指すこ

とです。 
 

 

再使用が不可能な“循環資源”については、全部または一部を原材料として再生利

用を目指すことです。 
 

 

再生利用についても不可能な“循環資源”であって、熱回収が可能なものについて

は、熱を得ることによって、有効利用を目指すことです。 
 

 

①から④までで有効利用が不可能な“循環資源”については、焼却、減容、埋立な

ど、適正に処分することです。 

 

本組合においても、この基本原則に基づき、住民・事業者・行政（各市町および組合）

が意識を高めるとともに、さらにグリーン購入注 1 に努めるなど、持続可能な循環型社会

形成に向けた各種取り組みを実施する必要があります。 

 

 

 グリーン購入は、消費生活など購入者自身の活動を環境にやさしいものにするだけで

なく、供給側の企業に環境負荷の少ない製品の開発を促すことで、経済活動全体を変えて

いく可能性を持っています。  

① 発生抑制 （リデュース） 

② 再使用 （リユース） 

③ 再生利用 （マテリアル・リサイクル） 

④ 熱回収 （サーマル・リサイクル） 

⑤ 適正処分 

注 1 グリーン購入 

製品やサービスを購入する際に、環境を考慮して、必要性をよく考え、環境への負荷ができるだけ

少ないものを選んで購入することです。 

平成 13 年 4 月から、グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）が施

行され、国等の機関にグリーン購入を義務づけるとともに、地方公共団体や事業者・国民にもグリー

ン購入に努めることを求めています。 
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２．ごみ処理の基本方針 

ごみ処理にあたっては、大きな目的である環境負荷を低減するとともに、減量化、資源

化を推進することにより循環型社会の構築を目指すことが重要と考えています。 

そこで、環境負荷を低減し、将来に負の遺産を持ち越さず、持続可能な循環型社会を構

築することを目指し、この実現に向けた処理システムを構築するための基本方針を示しま

す。 

 

発生抑制（リデュース）、再使用（リユース）、再生利用（リサイクル）を 
前提とした適正処理システムの構築 

 

適正処理の前段部分である発生抑制（リデュース：Reduce）、再使用（リユース：Reuse）、

再生利用（リサイクル：Recycle）を推進し（3R と言われています）、処理しなければなら

ない中間処理量や最終処分量の削減を図ることが重要です。 

この達成に向け、本組合ではごみを潜在資源物と考え、分別等により資源化を行うこと

が望ましく、その中でどうしても資源化できないものを「燃やさなくてはならないごみ」

と「燃えないごみ」に位置づけます。 

 

自区内処理を目指した適正処理システムの構築 

 

本組合から発生するごみ（潜在資源物）については、資源化処理を含む中間処理から最

終処分までを自区内において処理することを目指すことが重要です。 

ただし、資源物の流通については、容器包装リサイクル法に基づく資源化の場合、流通

経路を組合では決めることができないため、自区内のみで資源化が出来ない可能性がある

ことを付記します。 

 

環境負荷を低減する適正処理システムの構築 

 

処理システムの構築に向けては、次世代に負の遺産を残さないために、環境への負荷を

極力抑えた方式を選択することが重要です。 

環境への負荷と同様に、安全性、経済性にも配慮し、整備する次期の環境施設が地域住

民に受け入れられる施設とする必要があります。 
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地域に受け入れられる環境施設整備を目指して 

 

現在、ごみ処理技術は向上し、より環境に配慮した環境施設が全国で稼働していますが、

まだ迷惑施設であるという声が寄せられているのも事実です。 

本組合においても、環境への負荷が小さい環境施設の整備を検討していきますが、この

施設が迷惑施設としてではなく、地域に受け入れられる施設となるよう、住民の声を十分

踏まえた環境施設整備を目指します。 
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第２節 減量化・資源化の目標 

 

ごみ処理の基本方針を効果的に推進し、実効性を確保するため、本組合で達成すべき減

量化・資源化に関する達成目標を設定します。 

 

 

目標を設定するにあたっては、本組合のごみ処理の現状や課題を踏まえ、国および栃木

県が掲げている減量・資源化目標注 1、注 2を考慮して設定します。 

なお、本計画の計画目標年次は平成 32 年度ですが、数値目標については国の方針に準じ

て、本計画開始から 5 年目の平成 22 年度までに達成するものとします。 

 

数値目標達成年度 ： 平成 22 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ごみ排出量の

削減目標 

資源化率の 

目標 

最終処分量の

削減目標 

注 1  国の掲げる減量・資源化目標 

「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本

的な方針（平成 13年 5月；環境省告示第 34号，平成 17年 5月改正；環境省告示第 43号）」 

一般廃棄物については、現状（平成 9 年度）に対し、平成 22 年度において、排出量を約 5％削減

し、再生利用量を約 11％から約 24％に増加させるとともに、最終処分量をおおむね半分に削減する。 

注 2 栃木県の掲げる廃棄物の減量目標 

「栃木県廃棄物処理計画（平成 14年 3月）※」 

・排出量：平成 22年度の予測量に対して 10％削減する。 

（生活系廃棄物の 1 人 1日あたり排出量：平成 11年度実績 740 g/人/日に対し、平成 22 年度目標

量 660 g/人/日とし、80 g/人/日削減する。） 

・最終（埋立）処分率：平成 11年度実績に対し、平成 22年度には半減する。 

※ 栃木県廃棄物処理計画は、現在見直し中であり、平成 18 年 3 月に改訂計画が策定されます。

ただし、改訂計画（案）では、目標の変更は行わず、上記のとおりとなっています。  

可燃ごみの 

削減目標 
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１．ごみ排出量の削減目標 

近年、本組合のごみ排出量は微増傾向にあり、１人１日あたりのごみ排出量もわずかに

増加しています。本組合の１人１日あたりのごみ排出量は、全国平均や栃木県の平均と比

較すると２割程度少なくなっていますが、住民１人１人がごみ排出量の削減に努める必要

があります。 

そこで、1人 1日あたりのごみ排出量の削減目標を次のとおり設定します。 

 

平成 16 年度実績（763g/人/日）と比べ、１人１日あたりの排出量を 

５％削減することを目標とします 

 

２．資源化率注 3の目標 

本組合の資源化率は、近年、増加しています。特に、平成 14 年度から、焼却残渣の資

源化を開始したことから、平成 16年度の資源化率は、約 26.6％になっています。 

資源化率の目標は、組合全体の目標を考慮して、次のとおり設定し、今後もさらに分別

収集の徹底・拡大とリサイクルの推進を図ります。 

 

資源化率を平成 16 年度の 26.6％から 30％以上とすることを目標とします 

 

３．可燃ごみの削減目標 

近年の可燃ごみ量の増加や焼却施設の老朽化により、現在、焼却能力が不足しており、

環境衛生センターで受け入れられなかったごみも発生しています。そこで、可燃ごみの削

減目標を設定し、焼却処理量の削減に努めていくこととします。 

現在、焼却処理量のうち 6 割以上が家庭からの可燃ごみ（収集ごみ）となっています。

この収集可燃ごみに含まれている紙類、プラスチック類、生ごみ等の分別、資源化の推進

により、可燃ごみ量の削減を図ります。 

 

平成 16 年度実績（24,799ｔ）と比べ、可燃ごみ量を 

10％削減することを目標とします 

 

 

 

 

注 3 資源化率＝（分別収集資源ごみ量＋拠点回収資源ごみ量＋施設回収資源物量＋集団回収量）÷ 

（ごみ排出量＋集団回収量） 

施設回収資源物：焼却残渣（資源化(溶融処理)分）、溶融スラグ [焼却施設]、 

回収資源物 [資源化施設]、堆肥 [堆肥化施設] 
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４．最終処分量の削減目標 

本組合の埋立物発生量は、焼却残渣の資源化、びん類の処理方式変更により、大幅に減

少し、平成 14 年度の最終処分量は、前年度の約 4 割まで減少しました。これにより、国

の目標値は既に達成していますが、その後はごみ量の増加に伴い、最終処分量も微増して

います。そこで、今後もごみの発生・排出を抑制するとともに、できる限りの資源化など

中間処理を行うことで、現在の最終処分量を極力減らし、引き続き国の将来目標を達成す

ることを目標とします。 

 

ごみの減量化・資源化により、平成 16 年度の最終処分量（1,953ｔ）から 

減少させることを目標とします 
 
 

５．将来ごみ量 

新たに以下の減量化、資源化施策（分別収集の徹底、新たな分別収集の開始）を全市町

で行った場合、将来ごみ量は、表 3-2-1、図 3-2-1、図 3-2-2のとおり予測されます。 

 

<減量化施策> 

◆ 1人 1日あたりの排出量を 5％（約 40ｇ）削減 
 

<資源化施策> 

◆ 紙類の分別収集の更なる徹底 

・収集可燃ごみ中に占める紙類の割合 40％ 

・協力率注 1 20％を資源化 

◆ プラスチック製容器包装廃棄物の分別収集 

・収集可燃ごみ中に占めるプラスチック製容器包装廃棄物の割合 20％ 

・協力率注 1 50％を資源化 

◆ 生ごみの分別収集、資源化 

○収集ごみ 

・生ごみ排出量：収集可燃ごみの 15％ 

○事業系ごみ 

・生ごみ排出量：事業系可燃ごみの 4％ 
 

 

 

 
注 1 協力率：潜在量のうち分別される割合のこと。 
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表３-２-１ 将来ごみ量 

H16 22 24 32

(実績) (数値目標年) (中間年) (計画目標年)

人口 (人) 123,612 126,446 126,970 128,164

家庭系収集ごみ (ｔ/年) 24,725.92 23,980.50 24,097.30 24,371.05

家庭系直接搬入ごみ (ｔ/年) 984.15 956.30 959.95 963.60

家庭系拠点回収ごみ (ｔ/年) 3.00 7.30 7.30 7.30

事業系ごみ (ｔ/年) 8,722.11 8,449.75 8,471.65 8,511.80

処理すべき可燃ごみ (ｔ/年) － － 1,817.70 1,817.70

ごみ排出量計 (ｔ/年) 34,435.18 33,393.85 35,353.90 35,671.45

(ｇ/人/日) 763.22 723.55 762.86 762.54

集団回収 (ｔ/年) 243.00 244.55 240.90 237.25

総ごみ量 (ｔ/年) 34,678.18 33,638.40 35,594.80 35,908.70  
 

※その他：処理すべき可燃ごみ
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図３-２-１ 将来ごみ量 
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図３-２-２ 将来ごみ量 
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減量化・資源化の数値目標に関する将来量は、表 3-2-2のとおりとなります。 

 

表３-２-２ 数値目標に関する排出量、処理・処分量 

H16 22 24 32
(実績) (数値目標年) (中間年) (計画目標年)

1人1日排出量 (g/人/日) 763.22 723.55 762.86 762.54

平成16年度比 (％) － -5.2% 0.0% -0.1%

可燃ごみ量 (ｔ/年) 24,799.07 21,093.35 20,794.05 20,961.95

平成16年度比 (％) － -14.9% -16.1% -15.5%

焼却処理量 (ｔ/年) 27,619.68 21,664.14 21,497.14 21,670.04

平成16年度比 (％) － -21.6% -22.2% -21.5%

資源化量 (ｔ/年) 9,216.19 11,771.74 12,317.85 12,431.44

資源化率 (％) 26.6% 35.0% 34.6% 34.6%

最終処分量（埋立のみ） (ｔ/年) 1,953.04 1,880.21 1,893.19 1,908.56

最終処分率 (％) 5.6% 5.6% 5.3% 5.3%

最終処分量（委託処理含む） (ｔ/年) 3,296.09 2,963.42 1,893.19 1,908.56

最終処分率 (％) 9.5% 8.8% 5.3% 5.3%

※1　資源化率、最終処分率 ： 総ごみ量（ごみ排出量＋集団回収量）に対する割合

※2　平成16年度の焼却処理量 ： 環境衛生センター焼却量＋委託量

※3　平成24年度以降の資源化量、最終処分量は、溶融処理を行うと仮定した量  
 

数値目標を達成するためには、ごみの排出抑制・発生抑制施策、資源化施策の実施が必

要です。資源ごみの分別促進、生ごみの資源化等の施策により、資源化率の目標は達成で

きると考えられますが、ごみ排出量、可燃ごみ、最終処分量の削減目標を達成するために

は、住民１人１人の減量行動の積み重ねが重要となります。 

 
 

１人１日あたりのごみ排出量を 5％削減するには、現状（平成 16 年度）に比べて、

平成 22年度には１人１日あたり約 40ｇの減量が必要です。 

 

《毎日の生活の中で出るごみの重さのめやすと減量行動実践例》 

                            

 

 

 

 

 

 

ごはん１膳 きゅうり アルミ缶 紙パック 食品トレイ レジ袋（大） 

 140ｇ 100ｇ （350ml） （1,000ml） 5ｇ 10ｇ 

20ｇ 30ｇ 

 

・食べ残しをしないようにする。  ・マイバッグを持参し 

・生鮮食品は多く買いすぎない。 ・スーパー等の店頭回収や公共 レジ袋をもらわない。 

・生ごみを家庭で堆肥化する。 施設等の回収ボックス出す。 

 ・ばら売りや量り売りのお店を利用する。 

 ・集団回収に出す。 

 ・ガラスびんなど繰り返し使用できる容器の商品を選ぶようにする。 
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＜参考＞ 減量努力を行わない場合の将来ごみ量（資源化施策のみ実施） 

H16 22 24 32
(実績) (数値目標年) (中間年) (計画目標年)

1人1日排出量 (ｇ/人/日) 763.22 785.87 827.28 833.15

平成16年度比 (％) － 3.0% 8.4% 9.2%

可燃ごみ量 (ｔ/年) 24,799.07 22,867.25 22,429.25 22,761.40

平成16年度比 (％) － -7.8% -9.6% -8.2%

焼却処理量 (ｔ/年) 27,619.68 23,489.24 23,202.52 23,549.80

平成16年度比 (％) － -15.0% -16.0% -14.7%

資源化量 (ｔ/年) 9,216.19 12,805.28 13,423.88 13,658.88

資源化率 (％) 26.6% 35.1% 34.8% 34.8%

最終処分量（埋立のみ） (ｔ/年) 1,953.04 2,042.31 2,056.31 2,093.39

最終処分率 (％) 5.6% 5.6% 5.3% 5.3%

最終処分量（委託処理含む） (ｔ/年) 3,296.09 3,216.77 2,056.31 2,093.39

最終処分率 (％) 9.5% 8.8% 5.3% 5.3%

※1　資源化率、最終処分率 ： 総ごみ量（ごみ排出量＋集団回収量）に対する割合

※2　平成16年度の焼却処理量 ： 環境衛生センター焼却量＋委託量

※3　平成24年度以降の資源化量、最終処分量は、溶融処理を行うと仮定した量  
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第３節 排出抑制計画 

１．排出抑制の目標 

一般家庭から排出される廃棄物を排出段階で抑制させることにより、廃棄物処理の効率

化を推進するとともに、地域住民の環境に対する理解と認識を深めることを目標とします。 

具体的には、ごみの発生を抑制したライフスタイルの構築や、住民、事業者によるごみ

の排出抑制に向けた効果的な施策を実施します。 

 

２．排出抑制・再資源化の方法 

実施にあたっては住民、事業者、再生事業者等がそれぞれの立場から役割を分担し、相

互に協力、連携を図れる体制を整備することとします。排出抑制・再資源化の方法は、本

組合および構成市町・住民・事業者において講ずべきものをそれぞれ定めることとします。 

1）組合および構成市町における方策 

組合および構成市町における方策として、以下に掲げる事項について、随時検討し実

施していくこととします。なお、施策の実施に際しては、地域の実情を考慮し、モデル

地区等を設け、段階的に行っていくこととします。 

（1）教育・啓発活動の充実 

住民・事業者に対して、ごみの減量化・再生利用・適切な出し方に関する啓発を徹

底します。具体策は以下に示すとおりです。 

①  減量化推進委員会を設けます。（市町） 

②  学校・地域単位で副読本やビデオを活用し、社会意識を育てます。（市町） 

③  ごみ処理施設の見学会を広い世代に開きます。（組合、市町） 

④  ごみの出し方に関するパンフレット・カレンダーを配布します。（市町） 

⑤  転入者に対しては、転入手続きの際に、職員が十分な説明を行います。（市町） 

⑥  広報誌にごみ情報を掲載します。（組合、市町） 

⑦  諸団体および町内会との継続的な話し合いの機会を作ります。（組合、市町） 

⑧  ごみの減量月間を設けます。（組合、市町） 

（2）住民との協力体制の構築 

住民主体で催されるリサイクル活動に対して、組合および市町が協力します。 

具体策は、以下に示すとおりです。 

①  集団回収の支援として、補助金の交付を行い、回収業者を確保します。また、集

団回収が安定的に継続・推進できるよう、回収ルートの整備や回収業者への助成
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等の基盤整備を行います。（市町） 

②  回収業者に関する情報を収集し、回収業者に情報を提供します。（組合、市町） 

③  フリーマケットの育成を推進し、協力・援助します。また、バザー等への場所・

車・人員を提供します。（市町） 

④  トレイ・牛乳パックなどの回収活動に対して、支援を行います。（組合、市町） 

（3）一般廃棄物排出事業者に対する減量化指導の徹底 

具体策は、以下に示すとおりです。 

①  事業者に対して、減量化計画の策定・指導を行います。特に、紙ごみについては

徹底した減量化・資源化を指導します。（組合、市町） 

②  計画処理区域内の全事業所について、事業ごみの排出と処理に関する実態調査を

行います。（市町） 

③  ごみの減量化に積極的に取り組んでいる事業所を広報等で紹介します。（組合、市

町） （例：やいたエコ・オフィス認定制度等） 

④  減量化が進まないときは、処理手数料の改定を検討します。（組合） 

（4）事業者との協力体制の構築 

地域レベルでのワンウェイ容器や過剰包装の抑制を検討します。具体策は、以下に

示すとおりです。 

①  スーパー・小売店に対して、過剰包装の自粛やトレイ・ペットボトルの回収促進

を呼びかけます。（市町） 

②  プリンター、コピー機等のトナーカートリッジやビン類など引き取りルートがあ

るものは、回収協力店で引き取ってもらうよう徹底し、協力店へは一層の協力を

呼びかけます。（市町） 

（5）行政による減量化・資源化、グリーン購入等の促進 

行政による減量化・資源化、グリーン購入等の具体策は、以下に示すとおりです。 

①  事務用品・コピー用紙等は、再生品・長期使用に耐えられる商品・資源として再

生可能な商品を使用します。（組合、市町） 

②  可能な限り、ものを無駄に消費しないよう努めます。（組合、市町） 

③  庁舎内での古紙等の資源回収を推進し、減量化行動を実施します。（組合、市町） 

④  公共施設内で空き缶・空きビンポストを設置し、回収に努めます。（市町） 

⑤  事務手続きの簡素化・効率化を図ります。（組合、市町） 

⑥  公共事業等においては、再生品や環境への負荷が少ない製品の使用に努めます。

（組合、市町） （例：再生トイレットペーパーの使用、ペットボトル製の作業着

の使用、溶融スラグの利用など） 
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（6）その他 

その他の具体策は、以下に示すとおりです。 

①  廃棄物減量等推進員制度を確立させます。（市町） 

②  不法投棄防止のための監視の強化を行います。（組合、市町） 

2）住民における方策 

住民は、ごみの減量・その他の適切な処理に関して、本組合および各市町の施策に協

力する責務があります。以下に示す具体策について、住民による積極的な取り組みが行

われるように、行政は啓発していく必要があります。 

①  ごみ排出時には決められた排出方法を厳守します。 

②  過剰包装・使い捨て容器製品の購入を自粛します。 

③  マイバッグ等を持参します。 

④  ライフサイクルの長い製品・詰め替え商品・再生品を積極的に購入し、ものを大

切に使うよう心がけます。 

⑤  計画購入を実行します。 

⑥  不要品交換会・ガレージセールを活用します。 

⑦  集団回収へ積極的に参加します。また、参加するよう、近所への呼びかけを行い

ます。 

⑧  家庭用コンポスト等により、生ごみの堆肥化、減量化を推進します。 

⑨  分別排出等の組合および市町が実施する減量化・再資源化の施策に協力します。 

3）事業者における方策 

事業者は、事業活動に伴って生じるごみの排出抑制・再生利用等により、その減量に

努めるとともに、ごみの減量・その他適切な処理の確保等に関して、本組合および各市

町の施策に協力する責務があります。以下に示す具体策について、事業者による積極的

な取り組みが行われるように、行政は啓発・指導していく必要があります。 

①  事業活動に伴う廃棄物の自己処理を促進します。 

②  事業所内での古紙回収・ビン・缶等の資源分別に努めます。 

③  資源物は、事業者独自の資源化ルートの開拓、確保に努めます。 

④  過剰包装・梱包材の使用を抑制します。 

⑤  再生資源・再生品の積極的利用を図ります。 

⑥  小売店においては、ビン・トレイの店頭回収に努めます。また、自動販売機の設

置箇所には、回収ボックスを設置します。 

⑦  買い換え時の引き取りや故障時の修理体制を充実させます。 

⑧  多量排出事業者は、減量化計画書等を策定し、ごみの減量に対する意識を高めま

す。 
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第４節 資源化計画 

１．資源化の目標 

本組合の資源化率は、住民の協力により、全国平均を上回っていますが、まだ資源化が

十分でない紙類、プラスチック類、生ごみの資源化を促進させることを目標とします。 

具体的には、新たな分別収集の実施や、分別の強化を検討するとともに、事業系ごみの

資源化に向けた施策についても実施します。 

 

２．資源化の方法 

1）家庭系ごみの資源化の推進 

家庭系ごみの資源化に向けて、現在の施策に加え、次の施策を実施します。 

（1）紙類の分別収集のさらなる徹底 

現在、紙類は各市町で分別収集を行っていますが、依然として燃えるごみの中には

紙類の割合が多くを占めています。したがって、収集回数の見直しや集団回収の強化

を図り、紙類の分別収集がさらに徹底されるための施策を検討します。 

（2）生ごみの分別収集、資源化の検討・実施 

現在、生ごみは、高根沢町以外では燃えるごみとして収集し、焼却処理しています。

全市町における生ごみの分別収集、資源化の検討・実施を行い、将来整備する環境施

設への負荷を低減するとともに、バイオマスエネルギーの有効利用を行います。 

生ごみの分別収集、資源化の実施にあたっては、効率的かつ衛生的な収集運搬体制

の構築とともに、収集した生ごみの資源化施設の整備についても検討します。 

（3）プラスチック製容器包装の分別収集の検討・実施 

現在、主に燃えるごみとして収集しているプラスチック製容器包装の資源化に向け、

分別収集の検討・実施を行います。 

プラスチック製容器包装の分別収集の実施にあたっては、効率的な収集運搬体制の

構築とともに、収集したプラスチック製容器包装の資源化施設の整備についても検討

します。 

（4）集団回収事業への継続支援 

本組合のリサイクルに貢献している集団回収事業への支援を継続し、分別収集と併

せて更なる資源化を推進します。また、容器包装類の回収など、回収品目の拡大につ

いても検討を進めます。 
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2）事業系ごみの資源化の推進 

資源化が十分ではない事業系ごみの資源化の推進に向け、次の施策を実施します。 

（1）事業系ごみのリサイクル支援体制の整備 

事業所から排出されるごみが適正に分別されるよう、排出方法の指導を行うととも

に、分別排出された資源物について、資源化施設での受入体制の整備を検討します。 

（2）各種リサイクル法への対応 

容器包装リサイクル法、食品リサイクル法、建設リサイクル法、家電リサイクル法、

自動車リサイクル法等の適正な運用を図り、循環資源の再生利用等の促進を図ります。 
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第５節 収集・運搬計画 

１．収集・運搬の目標 

収集ルート・収集車両整備・収集人員および体制等については、従来の収集・運搬体制

を基本とし、各市町が主体となり計画することとします。 

また、新たに導入する分別収集計画や中間処理の方針を踏まえ、本組合圏域内における

分別収集項目の統一を図り、合理的な収集体制を確立することを目標とします。 

 

２．収集・運搬の方法 

1）収集区域 

本組合全域を計画収集区域とします。 

2）収集形態 

本組合におけるごみの分別収集項目の統一は、各市町が、段階的に行うこととします。

将来の分別収集項目は、表 3-5-1に示すとおりです。 

なお、現在、自治会や市民団体による集団回収が進んでいる紙類、布類については、

引き続きこれらの団体による回収を推進することとします。 

 

表３-５-１ 将来のごみ分別収集区分 

分類 品目 収集方法 

可燃ごみ 燃えるごみ ステーション 

生ごみ 厨芥類 ステーション 

 古紙類（新聞、雑誌、雑紙） ステーション 

 ダンボール 〃 

 紙パック 〃 

 プラスチック製容器包装 〃 

資源ごみ ペットボトル 〃 

 トレイ 〃 

 缶類 〃 

 ビン類 〃 

 古布・古着 拠点回収 

不燃ごみ 金属・陶器・ガラス類 ステーション 

乾電池 ステーション 
有害ごみ 

蛍光管 〃 

可燃性粗大ごみ 
粗大ごみ 

不燃性粗大ごみ 
直接搬入または 
戸別収集（有料） 
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3）収集・運搬の方法 

ごみの収集・運搬は、現在同様、各市町が主体となって行うこととします。なお、新

たに導入する分別収集計画や本組合が行う中間処理の方針と整合を図る必要があること

から、収集車両および人員の拡充など、収集体制の検討を行うこととします。 

本組合が整備する中間処理施設への受け入れは、当面は従来どおり直営、委託、許可

業者により、行っていくこととしますが、状況に応じ随時検討していくこととします。 

また、収集車両の周辺環境への軽減するため、天然ガス車の導入等、車両の低公害化

を推進します。 

 

３．重点施策の展開 

1）ごみステーションの管理 

（1）ごみステーションの設置数、位置等の適正化 

近年、ごみステーションの設置に関する問い合わせや苦情等も増えています。必要

に応じてごみステーションの設置基準を見直し、設置数および設置位置の適正化に努

めます。 

（2）ごみステーションの利用指導 

ごみステーションの維持管理は利用者が行うこととなっていますが、各人の生活時

間が不規則になり、ごみステーションの利用やごみの排出方法に関する指導が行き渡

りにくくなっています。そこで、地域と行政の連携のもとに、適切な排出方法に関し

て指導に努めます。 

2）関係機関との連携 

（1）高齢化社会等への対応 

今後、高齢化社会が進むにつれて、ごみステーションへのごみ出しに困難が生じる

ことが予想されます。そこで、今後は高齢者や障害者等のごみの排出について、関係

機関と情報を交換して検討していきます。 
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第６節 中間処理計画 

１．中間処理の目標 

本組合では、ごみ搬入量の増加に対応するため、ごみ焼却施設の運転時間を 16 時間か

ら 24 時間に変更して処理を行っていますが、施設の老朽化等からも、次期中間処理施設

整備の方針を早急に決定しなければならない状況であり、現在、検討しています。 

本組合圏域全体のごみ処理、資源化を行うため、統合的な更新施設の整備を図り、効率

的で安全かつ安定した処理体制を確立することを目標とします。 

 

２．中間処理の方法 

本組合では、将来にわたって計画的なごみ処理施設の整備・運営を行うため、整備方針

を定めて、検討を進めています。可燃ごみの処理に関しては、地域エネルギーとしての有

効利用、ダイオキシン類の削減、経済性等において有効であると考えられる、焼却方式、

焼却＋灰溶融、ガス化溶融のいずれかを採用することとし、循環型社会構築のための処理

システム、環境への負荷軽減、経済性などの観点から、新施設整備のための検討を行って

います。 

本組合では、圏域内の可燃ごみ処理施設を更新する方針であり、新設する施設は、ダイ

オキシン類などの発生抑制に努めた施設を整備し、適正な維持管理体制などの強化を図る

こととします。 

また、不燃ごみおよび粗大ごみの処理、資源化を行うリサイクル施設、生ごみの資源化

を行う施設の整備についても検討を進めていきます。 

 

1）安定的かつ環境に配慮した処理体制の確保 

（1）適正な維持管理の徹底 

既存施設の環境衛生センターでは、ごみの焼却処理や破砕選別処理による環境負荷

を低減するとともに、施設の老朽化を抑えるため、定期整備に加え必要に応じた点検

整備・補修等を行い、施設の長期的な利用に配慮した適切な運営に努めます。 

2）環境施設（焼却施設・資源化施設・生ごみ資源化施設）の計画的整備 

（1）焼却施設 

環境衛生センターは、稼働してから 15年以上が経過しており、施設の老朽化が進み、

処理能力の低下が課題となっています。 
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そこで、本組合では平成 24年度の稼働を目指して、新たな焼却施設の整備を目指し

ます。施設整備にあたっては、次の考えを踏まえて、計画を進めていきます。 

・環境と安全に配慮した施設とします。 

・技術の進展等の動向に配慮しながら計画を進めます。 

・地域に受け入れられる施設整備を目指します。 

（2）資源化施設 

環境衛生センターでは、不燃ごみおよび粗大ごみの処理とともに、ビン類や一部の

紙類の受入・処理を行っていますが、稼働後約 10年が経過していることや新たな資源

化に向けた対応が必要となっています。 

そこで、本組合では焼却施設の整備と併せて資源化施設の整備に向けた検討を行い

ます。 

（3）生ごみ資源化施設 

現在、本組合の中では、高根沢町で生ごみの分別収集、資源化が行われていますが、

それ以外の市町では実施されていません。 

生ごみの資源化は、国でもバイオマス・ニッポン総合戦略事業が行われていること

や、本組合で新たに整備する焼却施設への負荷を低減させるためにも、生ごみの分別

収集を実施し、新たな生ごみ資源化施設の整備に向けた検討を行います。 

3）整備スケジュール 

本組合の中間処理施設の整備スケジュールは、表 3-6-1のとおりです。 

 

表３-６-１ 整備スケジュール 
18 19 20 22 23 24 25

塩谷広域環境衛生センター

○焼却施設 廃 止

○粗大ごみ施設 廃 止

新規環境施設

○焼却施設 ←  →

○資源化施設 ←  →

○生ごみ資源化施設 ←  →

年　　　度

建 設 工 事

建 設 工 事

建 設 工 事

21

← 調査・計画・設計 →

← 調査・計画・設計 →

← 調査・計画・設計 →

 稼 働

 稼 働

 稼 働

 稼 働

 稼 働

 稼 働

 稼 働
 

※調査：生活環境影響調査、地質調査等  
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第７節 最終処分計画 

１．最終処分の目標 

排出段階および中間処理段階での減容化に努めるとともに、安定した最終処分体制の整

備を図ることを目標とします。 

 

２．最終処分の方法 

現在、本組合から発生する中間処理後の焼却残渣および不燃残渣は、委託して最終処分

を行っています。組合圏域内での最終処分場用地の確保等については難航していることか

ら、当面の間は、従来の最終処分体制を基本とした処分を行うこととしますが、減容化・

無害化・安定化を基本とした地域住民との合意形成が可能となる計画を立案し、組合内に、

長期的な埋立が可能な最終処分場の整備を検討します。 

 

３．最終処分量削減に向けた取り組み 

最終処分量の削減目標を達成するための取り組みを示します。 

1）ごみの減量化・資源化の推進 

最終処分量を削減するためには、中間処理施設等での対応も重要ですが、まず、ごみ

の発生・排出段階で減量化や資源化を推進して、中間処理を行う量を減少させることが

重要です。したがって、排出抑制計画や資源化計画で示している各種施策を推進するこ

とにより、最終処分量の削減を目指します。 

2）埋立物の資源化の検討 

現在、環境衛生センターから発生する焼却残渣の一部は民間施設で溶融処理を行い、

資源化を行っています。 

今後も、焼却残渣や粗大ごみ処理施設から発生する残渣の有効利用に向けた検討を継

続するとともに、新規環境施設の整備にあたっては、最終処分量を削減できる処理方式

を選択するなど、埋立物の資源化に向けた検討を行います。 
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第８節 関連施策 

１．危機管理体制の整備 

災害や事故の発生等により、一時的に組合内でのごみ処理が不可能となった場合に備え

て、近隣市町村との連携を検討し、危機管理体制を整備していく必要があります。 

また、大規模な地震や水害等の災害時に大量に発生すると想定される災害廃棄物につい

て、円滑かつ適正に処理できる体制を整備しておく必要があります。 

 

２．不法投棄対策 

不法投棄は、良好な地域環境を保全するうえで、憂慮される状況となっています。不法

投棄防止巡回パトロールの実施や、ごみの適正処理について、住民および事業者の啓発を

行うとともに、警察機関や地域住民と連携を図って不法投棄の監視体制を強化していきま

す。 

 

３．適正処理困難物の処理 

適正処理が困難な廃棄物について、事業者による引き取りシステムの形成を関係業界に

要請していきます。 
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第９節 計画の推進 

１．住民・事業者・行政の連携 

ごみ処理に関する計画や施策を効果的かつ円滑に推進し、循環型社会の実現を目指すた

めには、住民・事業者・行政（各市町および組合）がそれぞれ共通認識にたって、相互の

理解と協力のもと役割分担を図ることが求められます。 

住民・事業者・行政（各市町および組合）それぞれの責務や役割分担のあり方を考え、

環境にやさしいまちづくりを促進するためには、相互に連携して取り組む体制づくりを推

進していく必要があります。 

 

 

住民の役割と責務 事業者の役割と責務 行政の役割と責務 

?? 従来のライフスタイルを
見直し、３Ｒ（リデュース、
リユース、リサイクル）を
意識し、環境に配慮した生
活を実践します。 

?? ごみの分別ルールを守
り、排出マナーを向上させ
ます。 

?? 不要品交換会・ガレージ
セール等のごみの減量、リ
サイクル活動に積極的に
参加します。 

?? 懇談会やシンポジウム等
の地域活動に積極的に参
加します。 

?? 行政や事業者が発信する
ごみやリサイクルに関す
る情報を積極的に入手し
ます。 

?? ごみを自らの責任で適正
に処理する事業者の自己
処理責任の原則を徹底し
ます。 

?? 減量化計画書や環境報告
書等を策定し、ごみの減量
や環境に対する意識を高
めます。 

?? 各種リサイクル法に従
い、循環資源の再生利用等
の促進を図ります。 

?? 排出したごみの適正な処
理費用を負担します。 

?? ごみの減量化・資源化に
向けた各種施策を実施し
ます。 

?? 事業者による減量・資源
化活動の取り組みが実施
されるよう、事業者に働き
かけを行います。 

?? 地域に受け入れられる環
境施設整備を実施します。 

?? 国や県、近隣自治体とも
連携し、循環型社会の実現
に向けたごみ処理システ
ムの整備、不法投棄対策な
ど、各種施策を推進しま
す。 

?? 地域住民、保健委員など
との連携を強化し、各種施
策を円滑に推進します。 

 

 

住民・事業者・行政の基本となる役割と責務 
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２．計画の進行管理 

本計画を着実に推進し、実効性のあるものとするため、各種施策が適切に実施されてい

るかチェックを行うなどの進行管理を行うとともに、事業効果などを的確に評価できる体

制づくりを進めます。 

1）進行管理体制の確立 

ごみ処理に関する計画や施策の推進状況を確認する機関（委員会）を中心とした管理

体制を確立し、進行状況の把握や評価を行います。 

2）進行状況の評価 

計画の進行状況を評価するため、基本計画に基づく具体的な施策の実施状況や具体的

数値目標の達成状況などを評価し、課題をまとめます。 

3）進行状況の公表 

整理された現状と課題については、広く住民や事業者に公表します。 
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第４章  生活排水処理の現状と課題 

第１節 生活排水処理の現況 

１．生活排水処理の把握 

1）生活排水処理体系 

本組合の生活排水処理体系は、図 4-1-1のとおりです。 

し　尿

生活雑排水

下水道

21,102人

公共下水道

計画処理区内人口
123,612人

生活排水処理体系

処理水

汲取りし尿

浄化槽汚泥

しおやクリーンセンター

し　尿

生活雑排水

3,617人

農業集落排水施設

処理水

農業集落排水施設

し　尿

生活雑排水

25,326人

合併処理浄化槽 処理水

合併処理浄化槽

し　尿

生活雑排水
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単独処理浄化槽

単独処理浄化槽

し　尿

生活雑排水

34,077人

汲取りし尿

し　尿

生活雑排水

0人

自家処理人口

未処理の生活雑排水

未処理の生活雑排水

農地還元

浄化槽汚泥

未処理の生活雑排水

処理水

収
集
・
運
搬

汚泥焼却灰

場外搬出

脱水汚泥

場外搬出

汚水

汚水

H17年度より
矢板市、さくら市の汚泥搬入

農地還元（H16年度）
　高根沢町はH17年度も継続汚泥
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水
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図４-１-１ 生活排水処理体系（平成 16年度） 
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2）生活排水の排出状況 

（1）組合圏域 

本組合の過去５年間（平成 12 年度～平成 16 年度）における処理形態別人口は、表

4-1-1、図 4-1-2のとおりです。 

 

表４-１-１ 生活排水処理形態別人口（組合圏域） 

（単位：人、3月31日現在）

区      分 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

１．計画処理区域内人口 122,641 123,099 123,339 123,570 123,612

33,727 36,910 41,355 45,934 50,045

(1)コミュニティ・プラント人口 0 0 0 0 0

(2)合併処理浄化槽人口 19,849 21,447 22,970 24,627 25,326

(3)公共下水道人口※ 10,575 12,190 15,022 17,901 21,102

(4)農業集落排水施設人口 3,303 3,273 3,363 3,406 3,617

45,349 44,500 42,803 41,404 39,490

４．非水洗化人口 43,565 41,689 39,181 36,232 34,077

(1)汲取し尿人口 43,565 41,689 39,181 36,232 34,077

(2)自家処理人口 0 0 0 0 0

５．計画処理区域外人口 0 0 0 0 0

※公共下水道人口は下水道水洗化人口を示す。

２．水洗化･生活雑排水処理人口

３．水洗化・生活雑排水未処理人口
　　（単独処理浄化槽人口）
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図４-１-２ 生活排水処理形態別人口（組合圏域） 
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（2）矢板市 

矢板市の過去５年間（平成 12 年度～平成 16 年度）における処理形態別人口は、表

4-1-2、図 4-1-3のとおりです。 

 

 

表４-１-２ 生活排水処理形態別人口（矢板市） 

（単位：人、3月31日現在）

区      分 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

１．計画処理区域内人口 37,053 36,986 36,907 36,763 36,517

11,755 12,822 13,470 14,441 15,813

(1)コミュニティ・プラント人口 0 0 0 0 0

(2)合併処理浄化槽人口 5,257 5,876 6,396 6,946 8,103

(3)公共下水道人口※ 5,907 6,355 6,483 6,833 6,945

(4)農業集落排水施設人口 591 591 591 662 765

11,554 11,037 10,704 10,195 9,456

４．非水洗化人口 13,744 13,127 12,733 12,127 11,248

(1)汲取し尿人口 13,744 13,127 12,733 12,127 11,248

(2)自家処理人口 0 0 0 0 0

５．計画処理区域外人口 0 0 0 0 0

※公共下水道人口は下水道水洗化人口を示す。 出典：市提出データ

２．水洗化･生活雑排水処理人口

３．水洗化・生活雑排水未処理人口
　　（単独処理浄化槽人口）
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図４-１-３ 生活排水処理形態別人口（矢板市） 
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（3）さくら市 

さくら市の過去５年間（平成 12 年度～平成 16 年度）における処理形態別人口は、

表 4-1-3、図 4-1-4のとおりです。 

なお、さくら市は平成 17年 3月に旧氏家町と旧喜連川町が合併して誕生しています。

ここでは、平成 12 年度～平成 15 年度実績は旧氏家町と旧喜連川町の和を記載してい

ます。 

 

表４-１-３ 生活排水処理形態別人口（さくら市） 

（単位：人、3月31日現在）

区      分 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

１．計画処理区域内人口 40,761 41,118 41,355 41,623 41,892

15,124 16,581 18,361 20,548 21,178

(1)コミュニティ・プラント人口 0 0 0 0 0

(2)合併処理浄化槽人口 11,123 11,740 12,258 12,857 12,075

(3)公共下水道人口※ 3,153 3,953 5,129 6,646 8,021

(4)農業集落排水施設人口 848 888 974 1,045 1,082

8,396 8,365 8,381 8,305 8,090

４．非水洗化人口 17,241 16,172 14,613 12,770 12,624

(1)汲取し尿人口 17,241 16,172 14,613 12,770 12,624

(2)自家処理人口 0 0 0 0 0

５．計画処理区域外人口 0 0 0 0 0

※公共下水道人口は下水道水洗化人口を示す。 出典：市提出データ

２．水洗化･生活雑排水処理人口

３．水洗化・生活雑排水未処理人口
　　（単独処理浄化槽人口）
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図４-１-４ 生活排水処理形態別人口（さくら市） 
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（4）塩谷町 

塩谷町の過去５年間（平成 12 年度～平成 16 年度）における処理形態別人口は、表

4-1-4、図 4-1-5のとおりです。 

 

 

 

 

表４-１-４ 生活排水処理形態別人口（塩谷町） 

（単位：人、3月31日現在）

区      分 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

１．計画処理区域内人口 14,629 14,588 14,498 14,359 14,193

1,453 1,533 1,670 1,842 1,878

(1)コミュニティ・プラント人口 0 0 0 0 0

(2)合併処理浄化槽人口 1,453 1,533 1,670 1,842 1,878

(3)公共下水道人口※ 0 0 0 0 0

(4)農業集落排水施設人口 0 0 0 0 0

5,227 5,218 5,218 5,218 5,200

４．非水洗化人口 7,949 7,837 7,610 7,299 7,115

(1)汲取し尿人口 7,949 7,837 7,610 7,299 7,115

(2)自家処理人口 0 0 0 0 0

５．計画処理区域外人口 0 0 0 0 0

※公共下水道人口は下水道水洗化人口を示す。 出典：町提出データ

２．水洗化･生活雑排水処理人口

３．水洗化・生活雑排水未処理人口
　　（単独処理浄化槽人口）
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図４-１-５ 生活排水処理形態別人口（塩谷町） 
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（5）高根沢町 

高根沢町の過去５年間（平成 12 年度～平成 16 年度）における処理形態別人口は、

表 4-1-5、図 4-1-6のとおりです。 

 

表４-１-５ 生活排水処理形態別人口（高根沢町） 

（単位：人、3月31日現在）

区      分 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

１．計画処理区域内人口 30,198 30,407 30,579 30,825 31,010

5,395 5,974 7,854 9,103 11,176

(1)コミュニティプラント人口 0 0 0 0 0

(2)合併処理浄化槽人口 2,016 2,298 2,646 2,982 3,270

(3)公共下水道人口※ 1,515 1,882 3,410 4,422 6,136

(4)農業集落排水施設人口 1,864 1,794 1,798 1,699 1,770

20,172 19,880 18,500 17,686 16,744

４．非水洗化人口 4,631 4,553 4,225 4,036 3,090

(1)汲取し尿人口 4,631 4,553 4,225 4,036 3,090

(2)自家処理人口 0 0 0 0 0

５．計画処理区域外人口 0 0 0 0 0

※公共下水道人口は下水道水洗化人口を示す。 出典：町提出データ

２．水洗化･生活雑排水処理人口

３．水洗化・生活雑排水未処理人口
　　（単独処理浄化槽人口）
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図４-１-６ 生活排水処理形態別人口（高根沢町） 
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3）生活排水の処理主体 

構成市町における生活排水の処理主体は、表 4-1-6～表 4-1-9 のとおりです。構成市

町から発生するし尿および浄化槽汚泥は、本組合のし尿処理施設（しおやクリーンセン

ター）にて処理を行っています。 

 

表４-１-６ 生活排水の処理主体（矢板市） 

処理施設の種類 対象となる生活排水の種類 処　理　主　体

公 共 下 水 道 し尿および生活雑排水 矢 板 市

農業集落排水施設 し尿および生活雑排水 矢 板 市

合 併 処 理 浄 化 槽 し尿および生活雑排水 個 人 等

単 独 処 理 浄 化 槽 し尿 個 人 等

し 尿 処 理 施 設 汲取し尿および浄化槽汚泥 塩谷広域行政組合  

 

表４-１-７ 生活排水の処理主体（さくら市） 

処理施設の種類 対象となる生活排水の種類 処　理　主　体

公 共 下 水 道 し尿および生活雑排水 さくら市

農業集落排水施設 し尿および生活雑排水 さくら市

合 併 処 理 浄 化 槽 し尿および生活雑排水 個 人 等

単 独 処 理 浄 化 槽 し尿 個 人 等

し 尿 処 理 施 設 汲取し尿および浄化槽汚泥 塩谷広域行政組合  

 

表４-１-８ 生活排水の処理主体（塩谷町） 

処理施設の種類 対象となる生活排水の種類 処　理　主　体

合 併 処 理 浄 化 槽 し尿および生活雑排水 個 人 等

単 独 処 理 浄 化 槽 し尿 個 人 等

し 尿 処 理 施 設 汲取し尿および浄化槽汚泥 塩谷広域行政組合  

 

表４-１-９ 生活排水の処理主体（高根沢町） 

処理施設の種類 対象となる生活排水の種類 処　理　主　体

公 共 下 水 道 し尿および生活雑排水 高根沢町

農業集落排水施設 し尿および生活雑排水 高根沢町

合 併 処 理 浄 化 槽 し尿および生活雑排水 個 人 等

単 独 処 理 浄 化 槽 し尿 個 人 等

し 尿 処 理 施 設 汲取し尿および浄化槽汚泥 塩谷広域行政組合  
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4）生活排水処理率 

本組合の過去５年間の生活排水処理率注 1の推移は、表 4-1-10、図 4-1-7のとおりです。 

平成 12 年度における生活排水処理率は 27.5％でしたが、下水道、農業集落排水施設、

合併処理浄化槽等の普及により、平成 16年度には 40.5％に向上しています。しかし、今

だ 59.5％以上の人口が生活雑排水について未処理の状況となっています。 

また、構成市町における生活排水処理率の推移は、表 4-1-11、図 4-1-8のとおりです。 

 

表４-１-１０ 生活排水処理率（組合圏域） 

年 度 計画処理区域内人口（人） 生活排水処理人口（人） 生活排水処理率（％）

平成12年度 122,641 33,727 27.5

平成13年度 123,099 36,910 30.0

平成14年度 123,339 41,355 33.5

平成15年度 123,570 45,934 37.2

平成16年度 123,612 50,045 40.5  
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図４-１-７ 生活排水処理率（組合圏域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 1 生活排水処理率 

生活排水（し尿、生活雑排水）が全て処理されている人口（公共下水道人口、農業集落排水施設人

口、コミュニティ・プラント人口、合併処理浄化槽人口が該当）の処理区域内人口に対する比率。 

「生活排水が全て処理されている人口」÷「処理区域内人口」×100（％）で求めます。 
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表４-１-１１ 生活排水処理率（構成市町） 

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

計画 処理区内人口 （人） 37,053 36,986 36,907 36,763 36,517

生活 排水処理人口 （人） 11,755 12,822 13,470 14,441 15,813

生 活 排 水 処 理 率 （％） 31.7 34.7 36.5 39.3 43.3

計画 処理区内人口 （人） 40,761 41,118 41,355 41,623 41,892

生活 排水処理人口 （人） 15,124 16,581 18,361 20,548 21,178

生 活 排 水 処 理 率 （％） 37.1 40.3 44.4 49.4 50.6

計画 処理区内人口 （人） 14,629 14,588 14,498 14,359 14,193

生活 排水処理人口 （人） 1,453 1,533 1,670 1,842 1,878

生 活 排 水 処 理 率 （％） 9.9 10.5 11.5 12.8 13.2

計画 処理区内人口 （人） 30,198 30,407 30,579 30,825 31,010

生活 排水処理人口 （人） 5,395 5,974 7,854 9,103 11,176

生 活 排 水 処 理 率 （％） 17.9 19.6 25.7 29.5 36.0
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図４-１-８ 生活排水処理率（構成市町） 
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第２節 し尿および浄化槽汚泥の収集・処理の状況 

１．収集・運搬の状況 

1）収集区域の範囲 

現在の汲取りし尿および浄化槽汚泥の収集区域は、本組合の行政区域全域です。 

2）収集・運搬方法 

（1）収集対象 

収集対象は、汲取りし尿および浄化槽汚泥であり、浄化槽汚泥については、単独処

理浄化槽汚泥および合併処理浄化槽汚泥を混合して収集しています。 

搬入量は年々減少傾向していますが、浄化槽汚泥搬入量は増加傾向にあり、平成 16

年度には浄化槽汚泥混入率が 70％を超えています。 

過去 5年間の汲取りし尿および浄化槽汚泥搬入量を表 4-2-1、図 4-2-1に示します。 

 

表４-２-１ 汲取りし尿および浄化槽汚泥搬入量 

区分 浄化槽汚泥 搬入日数 １日 平 均

年度 汲取し尿 浄化槽汚泥 合　計 混入率(％) （日） 搬入量(kL/日)

平成12 年度 14,403 23,761 38,164 62.3 247 154.5

平成13 年度 12,305 26,261 38,566 68.1 247 156.1

平成14 年度 12,626 25,520 38,146 66.9 249 153.2

平成15 年度 11,767 25,374 37,141 68.3 249 149.2

平成16 年度 10,566 26,409 36,975 71.4 245 150.9

出典：地区別搬入量実績

搬　入　量　（kL/年）
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図４-２-１ 汲取りし尿および浄化槽汚泥搬入量 
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（2）収集運搬の実施主体 

汲取りし尿および浄化槽汚泥の収集は構成市町による許可業者（汲取りし尿 8 社、

浄化槽汚泥 9社）により行われています。 

（3）収集・運搬機材 

汲取りし尿および浄化槽汚泥ともバキューム車により収集・運搬されています。各

市町の収集車輌台数を表 4-2-2に示します。 

 

表４-２-２ 収集・運搬機材 

矢板市 さくら市 塩谷町 高根沢町

3 5 4 1

1.8（ｔ） 1 - - -

2.0（ｔ） - 2 - -

2.7（ｔ） 2 - - 1

3.0（ｔ） 2 4 6 -

3.6（ｔ） 3 - - 4

3.7（ｔ） 4 - - 2

4.0（ｔ） - 8 5 -

8.0（ｔ） - - 2 -

8.19（ｔ） - - - 1

10.8（ｔ） - - - 1

計 12 14 13 9

出典：市町提出データ

バ
キ

ュ
ー
ム
車

（
台

）

業者数（社）

 

（4）収集区分 

矢板市、さくら市、塩谷町、高根沢町のすべての市町で許可業者による収集運搬を

行っています。 

２．し尿処理施設の概要 

1）沿革 

本組合では、構成する矢板市、塩谷町、氏家町、高根沢町、喜連川町の 1 市 4 町の生

活圏から発生するし尿および浄化槽汚泥を適正処理するため、平成 8 年度から平成 10年

度に施設規模 110kL/日のし尿処理施設（高負荷脱窒素処理方式）「しおやクリーンセン

ター」の整備を行いました。 

その後、旧氏家町と旧喜連川町が合併し、さくら市となり 2 市 2 町のし尿および浄化

槽汚泥の処理を行っています。 
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2）し尿処理施設の概要 

し尿処理施設の概要は、表 4-2-3 に示すとおりです。施設の全体配置図を図 4-2-2

に、処理工程図を図 4-2-3、図 4-2-4、図 4-2-5に示します。 

本施設の設備状況は、稼働年数が 7 年と比較的浅いことや適宜点検整備を実施して

いるため、全般的に大きな損傷等はなく良好に維持されています。 

 

表４-２-３ 施設概要 

地下水
夫婦溜
焼却後搬出埋立
同上

基準値 計画値
ＰＨ （mg/L） 5.8～8.6 5.8～8.6
ＢＯＤ （mg/L） 10以下 10以下
ＣＯＤ （mg/L） 20以下 20以下
ＳＳ （mg/L） 10以下 10以下
Ｔ－Ｎ （mg/L） 10以下 10以下
Ｔ－Ｐ （mg/L） 1以下 1以下
色度 （度） 30以下 30以下
大腸菌群数 （個/cm3） 1,000以下 1,000以下
平成10年度（平成10年12月1日）

出典：し尿処理（しおやクリーンセンター）精密機能検査報告書 H16.1

放 流 水 質

竣 工

計 画 処 理 能 力

塩谷広域行政組合　しおやクリーンセンター

〒329-1572
栃木県矢板市安沢3622番地1

処 理 方 式

放 流 先

主処理　：高負荷脱窒素処理方式（サンドラシステム）＋高度処理
高度処理：凝集沈殿＋オゾン酸化＋砂ろ過＋活性炭吸着
汚泥処理：脱水＋乾燥＋焼却
臭気処理：高濃度臭気（燃焼脱臭＋生物脱臭）
　　　　　低濃度臭気（酸洗浄＋アルカリ次亜洗浄＋活性炭吸着）

項　　目
汚 泥 処 分 方 法
し渣 処 分 方 法

項　　目 施　　設　　概　　要

施 設 名 称

所 在 地

施 設 所 管

希 釈 水 の 種 類

110kL/日（し尿：69kL/日・浄化槽汚泥：41kL/日）

塩谷広域行政組合
構成市町（矢板市、さくら市、塩谷町、高根沢町）

 

 

図４-２-２ 施設全体配置図 
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図４-２-３ 処理工程図（水処理） 
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図４-２-４ 処理工程図（汚泥処理） 
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図４-２-５ 処理工程図（脱臭処理） 
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3）運転管理状況 

（1）運転管理体制 

施設の運転管理体制を表 4-2-4 に示します。本施設に必要な有資格者について不足

なく配置されており、支障はありません。 

 

表４-２-４ 運転管理体制 

内　　　容

直営5名、委託職員1名

自動システムで対応し、施設故障時電話回線利用の通信シ
ステムで対応

自動システムで対応し、1回/日施設の点検を行い、施設故
障時電話回線利用の通信システムで対応

月曜～金曜日 8：30～17：15

土曜日 休み

日曜・祝祭日 休み

3名

(財)関東電気保安協会に委託

甲種 1名　　　　乙種 2名

2名

1名

1名

出典：し尿処理（しおやクリーンセンター）精密機能検査報告書 H16.1

項　　　目

管

理

体

制

有

資

格

者

勤

務

時

間

夜間管理体制

電気主任技術者

危険物取扱者

第2種酸素欠乏危険作業主任者

特定化学物質等作業主任者

乾燥設備作業主任者

管理人員

休日管理体制

廃棄物処理施設技術管理者

 

（2）維持管理の状況 

施設維持管理状況は表 4-2-5のとおりです。 

 

表４-２-５ 維持管理費 

（単位：千円）

内　　訳 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

人 件 費 37,990 36,436 36,765 37,326 38,599

委 託 費 43,763 54,153 52,976 50,566 51,144

燃 料 費 8,653 8,150 7,953 9,431 9,668

光 熱 水 費 34,826 35,633 33,825 33,917 32,663

修 繕 費 2,058 2,136 2,850 2,425 2,448

消 耗 品 費 27,739 30,276 27,984 26,987 27,331

工 事 請 負費 0 0 477 1,890 0

そ の 他 2,250 1,818 1,837 17,689 8,246

合 計 157,280 168,602 164,666 180,231 170,100

１kl当たり(円/kL) 4,121 4,372 4,317 4,853 4,600

出典：歳出予算執行状況一覧表  
※委託費：焼却灰の処分費、各水槽内清掃および沈砂物の処分費、主要機器のオーバーホール、 

水質分析の委託費等。 



 

 - 68 -

（3）処理水の状況 

処理水（放流水）について過去 5 年間の水質試験結果は、表 4-2-6 のとおりです。

放流基準値を満たしており、良好な処理状況だといえます。 

 

表４-２-６ 処理水の状況 

項 目
年 度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

ｐＨ 7.6 7.3 7.5 7.3 7.3

ＢＯＤ （mg/L） 0.9 1.3 1.0 1未満 1未満

ＣＯＤ （mg/L） 9.8 6.0 3.3 4.3 2.7

ＳＳ （mg/L） 1未満 1未満 2未満 2未満 2未満

大腸菌群数 （個/cm3） 0.25 7.5 30未満 30未満 30未満

全リン （mg/L） 0.17 0.07 0.09 0.1未満 0.1未満

全窒素 （mg/L） 7.9 4.6 3.9 2.6 3.5

色度 4.5 2.8 2.0 1.3 2.5

出典：しおやクリーンセンター年度別平均処理水質  

（4）汚泥の処分状況 

し渣および汚泥は、汚泥焼却炉にて焼却後、場外搬出し埋立処理を行っています。

汚泥の処分状況は、表 4-2-7のとおりです。 

 

表４-２-７ 汚泥の処分状況 

（単位：kg）

脱 水 汚 泥 量 焼 却 灰 搬 出 量

平 成 12 年 度 2,433,470 117,590

平 成 13 年 度 2,363,550 113,180

平 成 14 年 度 2,371,910 112,520

平 成 15 年 度 2,383,160 108,890

平 成 16 年 度 2,213,790 107,090

出典：しおやクリーンセンター年度別脱水汚泥量、年度別焼却灰量  
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第３節 生活排水処理の現状と課題 

本組合における生活排水処理に係る現状と基本的課題は以下のとおりです。 

１．公共下水道 

矢板市の公共下水道整備状況は、平成 7年度は、整備面積 235.9ha、整備人口 7,522人、

水洗化人口 4,185 人で下水道による水洗化率注 1は 11.4％でしたが、平成 16 年度において

は、整備面積 336.6ha、整備人口 9,551人、水洗化人口 6,945人と下水道による水洗化率は

19.0％となっています。 

さくら市の公共下水道整備状況は、平成 7 年度旧氏家町の整備面積 61.02ha、整備人口

1,836 人、水洗化人口 938 人で下水道による水洗化率は 2.4％でしたが、平成 13 年度より

旧喜連川町で下水道の供用が開始され、平成 16年度においては、整備面積 367,4ha、整備

人口 13,465人、水洗化人口 8,021人と下水道による水洗化率は 19.1％となっています。 

塩谷町では、現在のところ公共下水道は整備されていませんが、平成 22 年度末より供

用開始を目標に事業計画を進めており、平成 15 年度に公共下水道特別会計を設け、その

事業着手に至っています。 

高根沢町の公共下水道整備状況は、平成 7 年度は、整備面積 25.0ha、整備人口 800 人、

水洗化人口 500人で下水道による水洗化率は 1.8％でしたが、平成 16 年度においては、整

備面積 204.1ha、整備人口 9,597人、水洗化人口 6,136人と下水道による水洗化率は 19.8％

となっています。 

構成市町は、引き続き公共下水道事業計画認可区域の整備・拡大を推進していき、整備

区域内の下水道水洗化率の向上に努めていく必要があります。特に、生活雑排水が未処理

となっている汲み取りし尿および単独処理浄化槽設置世帯については早期接続を促し、指

導していく必要があります。 

２．農業集落排水施設 

矢板市の沢地区、境林地区、さくら市の上野地区、高根沢町の東部地区において農業集

落排水施設の整備が行われており、供用開始されています。現在、構成市町内に、新たな

地区の事業検討はありません。 

現在供用されている地区では、引き続き農村地域の生活環境の改善、公共用水域の水質

保全に努めていく必要があります。 

 

 

 
注 1 下水道による水洗化率 

「下水道水洗化人口」÷「計画処理区内人口」×100（％）とした。 



 

 - 70 -

３．合併処理浄化槽 

構成市町では、浄化槽の設置に対し補助を行っており、公共下水道や農業集落排水施設

処理区域外の地域においては合併処理浄化槽の設置を推進しています。 

浄化槽の維持管理は個別の対応となることから、点検整備・清掃を適切に行うよう指導

していく必要があります。 

また、現在設置されている単独処理浄化槽について、合併処理浄化槽等への転換を指導

していき、生活排水の適正処理を推進していく必要があります。そのため、単独処理浄化

槽および合併処理浄化槽の設置状況を正確に把握していく必要があります。 

４．単独処理浄化槽 

法改正により生活雑排水が未処理となる単独処理浄化槽の新規設置が禁止され、合併処

理浄化槽の設置が義務づけられたことにより、構成市町での新規設置はありませんが、設

置済みの単独処理浄化槽による処理が行われています。現在設置されている単独処理浄化

槽の状況を把握し、合併処理浄化槽等への転換を指導していく必要があります。 

５．汲取りし尿等 

現在、構成市町の汲取りし尿および浄化槽汚泥は、本組合のし尿処理施設（しおやクリー

ンセンター）に搬入して処理されています。また、平成 17 年度より、農業集落排水汚泥

の受入を開始しています。 

汲取りし尿人口は、構成市町において減少傾向にあり、組合全体としての搬入量は減少

傾向にあります。しかし、合併処理浄化槽の増加により、搬入量に対する浄化槽汚泥混入

率は、平成 12年度 62.3％に対し平成 16年度 71.4％と年々高くなっていることから、適切

な運転条件の基で処理を行っていく必要があります。また、今後も予防保全に配慮した計

画的な整備点検を実施していく必要があります。 
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第５章  生活排水処理基本計画 

第１節 生活排水処理の基本方針 

１．生活排水処理に係る理念 

本圏域は、栃木県のやや北東部に位置し、その北は日光国立公園に連なる高原山系を擁

し、西には日光国立公園地帯に源を発する鬼怒川、東には塩原温泉郷より流れる箒川が、

その他圏域内には内川、荒川、五行川等数多くの河川が貫流する豊かな自然条件に恵まれ

た地域です。これら河川など公共用水域が生活排水により汚濁されると、その改善は困難

であり、豊かな観光資源、農業・漁業資源などを失うこととなります。あらゆる生命の源

である水と、本圏域の美しい自然環境を守るためには、生活排水の浄化が極めて重要な課

題です。 

本組合では、住民に対し生活雑排水処理の重要性について積極的な啓発を行うとともに、

下水道等の整備拡充、合併処理浄化槽の設置推進と併せ、し尿処理施設の適正な運転・整

備の施策を講じ、公共用水域の水質保全を図り、水を育む豊かな自然環境を保全していく

ことを理念とします。 

２．生活排水処理の基本方針 

生活排水処理に係る理念を早期に実現させるための生活排水処理施設整備の方針を以

下のとおりとします。 

1）公共下水道整備の推進 

下水道計画区域内の生活排水は、下水道により処理を行うこととし、下水道整備を推

進します。 

2）公共下水道への水洗化率の向上 

公共下水道供用開始区域内の未水洗化家屋に対する下水道への接続を推進します。 

3）公共下水道計画区域外への対応 

下水道計画区域外においては、浄化槽設置補助事業を中心に整備を推進していきます。

なお、浄化槽の設置は、地域特性にあった整備を行います。 

4）生活雑排水処理の推進 

生活雑排水の処理を図るため、廃食用油等を直接排出しないなど、家庭内での適正処

理について指導・啓発を行います。 
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また、単独処理浄化槽を設置している家屋については、個別の状況を勘案しながら合

併処理浄化槽への転換を推進します。併せて、浄化槽設置者に対し、適正な維持管理に

ついて指導・助言を行います。 

5）し尿処理設備 

し尿および浄化槽汚泥の処理は、本組合のしおやクリーンセンターにて処理を行いま

す。施設については、し尿および浄化槽汚泥の質的量的変動に十分対応できるよう、運

転方法や補修等の維持管理についての適正化を更に図ります。 

6）関連処理施設整備 

公共下水道、農業集落排水施設、合併処理浄化槽など、地域特性に応じた生活排水処

理施設の整備を推進していきます。 
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第２節 生活排水処理の将来予測 

１．生活排水処理形態別人口の予測 

1）組合圏域 

処理形態別人口は、過去 5年の実績を基に予測を行います。なお、予測方法については

「資料 4 生活排水処理の予測結果」に示します。 

本組合における将来の生活排水処理形態別人口の予測結果は表 5-2-1、図 5-2-1のとお

りです。 

 

表５-２-１ 生活排水処理形態別人口の予測結果（組合圏域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-２-１ 生活排水処理形態別人口の予測結果（組合圏域） 

（単位：人）

区      分 平成16年度 平成21年度 平成26年度 平成32年度

１．計画処理区域内人口 123,612 126,005 127,494 128,164

50,045 68,965 85,767 104,168

(1)コミュニティ・プラント人口 0 0 0 0

(2)合併処理浄化槽人口 25,326 31,897 38,826 45,358

(3)公共下水道人口※ 21,102 33,101 42,677 54,408

(4)農業集落排水施設人口 3,617 3,967 4,264 4,402

39,490 34,406 28,441 19,438

４．非水洗化人口 34,077 22,634 13,286 4,558

(1)汲取し尿人口 34,077 22,634 13,286 4,558

(2)自家処理人口 0 0 0 0

５．計画処理区域外人口 0 0 0 0

※公共下水道人口は下水道水洗化人口を示す。

２．水洗化･生活雑排水処理人口

３．水洗化・生活雑排水未処理人口
　　（単独処理浄化槽人口）
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2）矢板市 

矢板市における将来の生活排水処理形態別人口の予測結果は表 5-2-2、図 5-2-2 のと

おりです。 

 

表５-２-２ 生活排水処理形態別人口の予測結果（矢板市） 

（単位：人）

区      分 平成16年度 平成21年度 平成26年度 平成32年度

１．計画処理区域内人口 36,517 35,643 34,867 33,618

15,813 22,162 26,163 31,116

(1)コミュニティ・プラント人口 0 0 0 0

(2)合併処理浄化槽人口 8,103 10,188 13,404 15,590

(3)公共下水道人口※ 6,945 10,994 11,617 14,408

(4)農業集落排水施設人口 765 980 1,142 1,118

9,456 6,163 3,942 1,088

４．非水洗化人口 11,248 7,318 4,762 1,414

(1)汲取し尿人口 11,248 7,318 4,762 1,414

(2)自家処理人口 0 0 0 0

５．計画処理区域外人口 0 0 0 0

※公共下水道人口は下水道水洗化人口を示す。

２．水洗化･生活雑排水処理人口

３．水洗化・生活雑排水未処理人口
　　（単独処理浄化槽人口）
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図５-２-２ 生活排水処理形態別人口の予測結果（矢板市） 
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3）さくら市 

さくら市における将来の生活排水処理形態別人口の予測結果は表 5-2-3、図 5-2-3 の

とおりです。 

 

表５-２-３ 生活排水処理形態別人口の予測結果（さくら市） 

（単位：人）

区      分 平成16年度 平成21年度 平成26年度 平成32年度

１．計画処理区域内人口 41,892 44,230 45,648 46,880

21,178 29,495 35,949 42,624

(1)コミュニティ・プラント人口 0 0 0 0

(2)合併処理浄化槽人口 12,075 13,554 14,159 14,672

(3)公共下水道人口※ 8,021 14,724 20,438 26,438

(4)農業集落排水施設人口 1,082 1,217 1,352 1,514

8,090 6,969 5,464 2,946

４．非水洗化人口 12,624 7,766 4,235 1,310

(1)汲取し尿人口 12,624 7,766 4,235 1,310

(2)自家処理人口 0 0

５．計画処理区域外人口 0 0 0 0

※公共下水道人口は下水道水洗化人口を示す。

２．水洗化･生活雑排水処理人口

３．水洗化・生活雑排水未処理人口
　　（単独処理浄化槽人口）
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図５-２-３ 生活排水処理形態別人口の予測結果（さくら市） 
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4）塩谷町 

塩谷町における将来の生活排水処理形態別人口の予測結果は表 5-2-4、図 5-2-4 のと

おりです。 

 

表５-２-４ 生活排水処理形態別人口の予測結果（塩谷町） 

（単位：人）

区      分 平成16年度 平成21年度 平成26年度 平成32年度

１．計画処理区域内人口 14,193 13,092 12,435 11,610

1,878 3,331 5,739 8,302

(1)コミュニティ・プラント人口 0 0 0 0

(2)合併処理浄化槽人口 1,878 3,331 4,789 6,642

(3)公共下水道人口※ 0 0 950 1,660

(4)農業集落排水施設人口 0 0 0 0

5,200 4,880 4,236 2,728

４．非水洗化人口 7,115 4,881 2,460 580

(1)汲取し尿人口 7,115 4,881 2,460 580

(2)自家処理人口 0 0 0 0

５．計画処理区域外人口 0 0 0 0

※公共下水道人口は下水道水洗化人口を示す。

２．水洗化･生活雑排水処理人口

３．水洗化・生活雑排水未処理人口
　　（単独処理浄化槽人口）
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図５-２-４ 生活排水処理形態別人口の予測結果（塩谷町） 
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5）高根沢町 

高根沢町における将来の生活排水処理形態別人口の予測結果は表 5-2-5、図 5-2-5 の

とおりです。 

 

表５-２-５ 生活排水処理形態別人口の予測結果（高根沢町） 

（単位：人）

区      分 平成16年度 平成21年度 平成26年度 平成32年度

１．計画処理区域内人口 31,010 33,040 34,544 36,056

11,176 13,977 17,916 22,126

(1)コミュニティ・プラント人口 0 0 0 0

(2)合併処理浄化槽人口 3,270 4,824 6,474 8,454

(3)公共下水道人口※ 6,136 7,383 9,672 11,902

(4)農業集落排水施設人口 1,770 1,770 1,770 1,770

16,744 16,394 14,799 12,676

４．非水洗化人口 3,090 2,669 1,829 1,254

(1)汲取し尿人口 3,090 2,669 1,829 1,254

(2)自家処理人口 0 0 0 0

５．計画処理区域外人口 0 0 0 0

※公共下水道人口は下水道水洗化人口を示す。

２．水洗化･生活雑排水処理人口

３．水洗化・生活雑排水未処理人口
　　（単独処理浄化槽人口）
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図５-２-５ 生活排水処理形態別人口の予測結果（高根沢町） 
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２．計画処理量の予測 

1）組合圏域 

計画平均処理量および計画処理量は、各市町の過去 3 年間のし尿等収集量実績を基に

予測を行います。なお、予測方法については「資料 5 し尿・汚泥の計画処理量の予測」

に示します。 

本組合における計画平均処理量および計画処理量の予測結果は表 5-2-6、図 5-2-6 の

とおりです。 

 

表５-２-６ 計画処理量の予測結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-２-６ 計画処理量の予測結果 
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汲取りし尿

単独処理浄化槽

合併処理浄化槽

汲 取

し 尿 定住 日帰り 宿泊 計

平成 14 34.5 31.4 35.5 2.7 0.1 38.3 104.2 －

15 32.2 29.5 37.0 2.9 0.2 40.1 101.8 －

16 28.9 29.5 39.9 2.9 0.1 42.9 101.3 －

17 26.9 27.9 47.0 2.9 0.2 50.1 104.9 122

18 25.0 27.1 49.1 2.9 0.2 52.2 104.3 121

19 23.5 26.5 51.4 2.9 0.2 54.5 104.5 122

20 21.3 25.8 53.1 2.9 0.2 56.2 103.3 120

21 19.7 25.1 55.2 2.9 0.2 58.3 103.1 120

22 17.8 24.2 57.4 2.9 0.2 60.5 102.5 119

23 16.3 23.4 59.5 2.9 0.2 62.6 102.3 119

24 14.4 22.6 62.1 2.9 0.2 65.2 102.2 119

25 13.0 21.6 64.2 2.9 0.2 67.3 101.9 119

26 11.6 20.8 66.4 2.9 0.2 69.5 101.9 119

27 10.3 19.6 68.3 2.9 0.2 71.4 101.3 118

28 8.9 18.5 70.0 3.0 0.2 73.2 100.6 117

29 7.4 17.5 71.9 3.0 0.2 75.1 100.0 116

30 6.2 16.5 73.6 3.0 0.2 76.8 99.5 116

31 4.9 15.4 75.2 3.0 0.2 78.4 98.7 115

32 4.0 14.2 76.6 3.0 0.2 79.8 98.0 114

※　計画処理量は、計画平均処理量合計に計画月最大変動係数を乗じて小数点以下を切り上げた数値。

合 計
（kL/日）

年度

計 画 平 均 処 理 量

計画処理量
（kL/日）

合 併 処 理 浄 化 槽 汚 泥単独処理
浄化槽汚泥
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第３節 生活排水処理基本計画 

本節では、生活排水処理に関する基本的事項について検討し、目標年次における生活排

水の種類別、処理主体別に生活排水処理全体の整合性を図るとともに、その内容について

定めます。 

１．生活排水の処理計画 

1）処理の目標 

本組合から発生する概ねすべての生活排水を処理施設において処理することを目標と

します。 

なお、構成市町においては、市街地等人口密集地を中心に公共下水道などによる整備

を推進し、その他の地域では、農業集落排水施設および合併処理浄化槽等による整備を

推進していくこととします。 

本組合における将来の生活排水の処理体系は図 5-3-1、生活排水処理率は表 5-3-1、図

5-3-2のとおりです。 
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図５-３-１ 将来の生活排水の処理体系（組合圏域） 
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表５-３-１ 生活排水処理率（組合圏域） 

年 度 計画処理区域内人口（人） 生活排水処理人口（人） 生活排水処理率（％）

平成16年度 123,612 50,045 40.5

平成21年度 126,005 68,965 54.7

平成26年度 127,494 85,767 67.3

平成32年度 128,164 104,168 81.3  
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図５-３-２ 生活排水処理率（組合圏域） 
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（2）矢板市 

矢板市は市街地を対象に公共下水道を整備し、計画目標年次（平成 32 年度）におけ

る下水道処理区内人口は 16,951人、下水道水洗化人口は 14,408人、同水洗化率 85.0％

を目標としています。 

公共下水道処理区域外の地区については、農業振興地域の人口密集地区を対象に農

業集落排水施設整備を推進し、それ以外の地区については個別合併処理浄化槽の普及

を図り、同時に設置補助事業も推進していきます。 

発生する汲取りし尿および浄化槽汚泥は、本組合のしおやクリーンセンターにおい

て適切に処理を行い、公共用水域の保全に努めていきます。 

生活排水処理率の推移は表 5-3-2、図 5-3-3のとおりです。 

 

表５-３-２ 生活排水処理率の推移（矢板市） 

年 度 計画処理区域内人口（人） 生活排水処理人口（人） 生活排水処理率（％）

平成16年度 36,517 15,813 43.3

平成21年度 35,643 22,162 62.2

平成26年度 34,867 26,163 75.0

平成32年度 33,618 31,116 92.6  

 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

H16 H21 H26 H32 （年度）

（人）

0
10

20
30
40
50

60
70
80

90
100
（％）

計画処理区域内人口 生活排水処理人口 生活排水処理率
 

図５-３-３ 生活排水処理率の推移（矢板市） 
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（3）さくら市 

さくら市は市街地を対象に公共下水道を整備し、計画目標年次（平成 32年度）にお

ける氏家処理区の下水道処理区内人口は 24,120 人、下水道水洗化人口は 22,838 人、

同水洗化率 94.7％、喜連川処理区の下水道処理区内人口は 5,200 人、下水道水洗化人

口は 3,600人、同水洗化率 69.2％を目標としています。 

公共下水道処理区域外の地区については、供用開始している上野地区を対象に農業

集落排水施設で整備し、それ以外の地区については個別合併処理浄化槽の普及を図り、

同時に設置補助事業も推進していきます。 

発生する汲取りし尿および浄化槽汚泥は、本組合のしおやクリーンセンターにおい

て適切に処理を行い、公共用水域の保全に努めていきます。 

生活排水処理率の推移は表 5-3-3、図 5-3-4のとおりです。 

 

表５-３-３ 生活排水処理率の推移（さくら市） 

年 度 計画処理区域内人口（人） 生活排水処理人口（人） 生活排水処理率（％）

平成16年度 41,892 21,178 50.6

平成21年度 44,230 29,495 66.7

平成26年度 45,648 35,949 78.8

平成32年度 46,880 42,624 90.9  
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図５-３-４ 生活排水処理率の推移（さくら市） 
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（4）塩谷町 

塩谷町は市街地を対象に公共下水道を整備し、計画目標年次（平成 32 年度）におけ

る下水道処理区内人口は 2,060 人、下水道水洗化人口は 1,660 人、同水洗化率 80.6％

を計画していますが、下水道の整備には巨額の資金を要することから、生活排水処理

の整備については、各戸の判断に基づき設置が行われ、設置のために要する期間が短

く、また、設置後の効果がすぐに現れる合併処理浄化槽の設置基数を着実に伸ばして

いくことをその基軸とします。 

また、それと並行して、下水道の整備を町の財政状況を勘案しながら行っていくこ

ととします。 

発生する汲取りし尿および浄化槽汚泥は、本組合のしおやクリーンセンターにおい

て適切に処理を行い、公共用水域の保全に努めていきます。 

生活排水処理率の推移は表 5-3-4、図 5-3-5のとおりです。 

 

表５-３-４ 生活排水処理率の推移（塩谷町） 

年 度 計画処理区域内人口（人） 生活排水処理人口（人） 生活排水処理率（％）

平成16年度 14,193 1,878 13.2

平成21年度 13,092 3,331 25.4

平成26年度 12,435 5,739 46.2

平成32年度 11,610 8,302 71.5  
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図５-３-５ 生活排水処理率の推移（塩谷町） 
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（5）高根沢町 

高根沢町は市街地を対象に公共下水道を整備し、計画目標年次（平成 32年度）にお

ける下水道処理区内人口は 16,682人、下水道水洗化人口は 11,902人、同水洗化率 71.3％

を目標としています。 

公共下水道処理区域外の地区については、農業振興地域に農業集落排水施設整備を

行い、平成 9 年度に供用開始し、それ以外の地区については個別合併処理浄化槽の普

及を図り、同時に設置補助事業も推進していきます。 

発生する汲取りし尿および浄化槽汚泥は、本組合のしおやクリーンセンターにおい

て適切に処理を行い、公共用水域の保全に努めていきます。 

生活排水処理率の推移は表 5-3-5、図 5-3-6のとおりです。 

 

表５-３-５ 生活排水処理率の推移 

年 度 計画処理区域内人口（人） 生活排水処理人口（人） 生活排水処理率（％）

平成16年度 31,010 11,176 36.0

平成21年度 33,040 13,977 42.3

平成26年度 34,544 17,916 51.9

平成32年度 36,056 22,126 61.4  
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図５-３-６ 生活排水処理率の推移 
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２．生活排水を処理する区域および人口等 

1）矢板市 

（1）公共下水道 

公共下水道は、市街地等人口密集地を対象に整備しており供用開始しています。今

後も、下水道計画処理区域において整備を進めていきます。 

（2）農業集落排水施設 

農業集落排水施設は、沢地区および境林地区の 2地区で供用開始しています。 

（3）コミュニティ･プラント 

コミュニティ・プラントの整備計画は、現時点ではありません。 

（4）合併処理浄化槽 

上記以外の地区で合併処理浄化槽の普及を進めると同時に、設置補助を進めていき

ます。なお、単独処理浄化槽の合併処理浄化槽への転換も推進していきます。 

 

表５-３-６ 生活排水処理に係る施設および整備計画概要（矢板市） 

処理区域 計画処理人口 供用開始年度

公共下水道
既成市街地
その他

14,408 平成2年度

コミュニティ・プラント なし ― ―

農業集落排水施設
沢地区
境林地区

442
676

平成　7年度
平成15年度

合併処理浄化槽（補助） 上記地区以外 7,215 ―

※計画処理区内人口は、計画目標年度（平成32年度）の目標処理人口である。
公共下水道

農業集落排水施設

合併処理浄化槽（補助）

区　　分

：計画目標年度である平成32年度の目標水洗化人口

：計画目標年度である平成32年度の目標水洗化人口

：設置整備補助事業により設置される目標合併処理浄化槽人口  
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2）さくら市 

（1）公共下水道 

公共下水道は、市街地等人口密集地を対象に整備しており供用開始しています。今

後も、下水道計画処理区域において整備を進めていきます。 

（2）農業集落排水施設 

農業集落排水施設は、上野地区で供用開始しています。 

（3）コミュニティ･プラント 

コミュニティ・プラントの整備計画は、現時点ではありません。 

（4）合併処理浄化槽 

上記以外の地区で合併処理浄化槽の普及を進めると同時に、設置補助を進めていき

ます。なお、単独処理浄化槽の合併処理浄化槽への転換も推進していきます。 

 

表５-３-７ 生活排水処理に係る施設および整備計画概要（さくら市） 

処理区域 計画処理人口 供用開始年度

公共下水道
氏家処理区
喜連川処理区

22,838
3,600

平成　4年度
平成13年度

コミュニティ・プラント なし ― ―

農業集落排水施設 上野地区 1,514 平成8年度

合併処理浄化槽（補助）
氏家地区
喜連川地区

8,675
3,706

―

※計画処理区内人口は、計画目標年度（平成32年度）の目標処理人口である。
公共下水道

農業集落排水施設

合併処理浄化槽（補助）

区　　分

：計画目標年度である平成32年度の目標水洗化人口

：計画目標年度である平成32年度の目標水洗化人口

：設置整備補助事業により設置される目標合併処理浄化槽人口  
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3）塩谷町 

（1）公共下水道 

公共下水道は、市街地等人口密集地を対象に整備し、平成 22年度より一部供用開始

を予定しています。 

（2）農業集落排水施設 

農業集落排水施設の整備計画は、現時点ではありません。 

（3）コミュニティ･プラント 

コミュニティ・プラントの整備計画は、現時点ではありません。 

（4）合併処理浄化槽 

対象地域を塩谷町全域（流域関連公共下水道認可区域は除く）として、その整備を

促進し計画処理区内人口の生活排水処理を目指していくものとします。 

 

表５-３-８ 生活排水処理に係る施設および整備計画概要 

処理区域 計画処理人口 一部供用開始年度

公共下水道
既成市街地
その他

1,660 平成22年度

コミュニティ・プラント なし ― ―

農業集落排水施設 なし ― ―

合併処理浄化槽（補助） 上記地区以外 6,540 ―

※計画処理区内人口は、計画目標年度（平成32年度）の目標処理人口である。
公共下水道

農業集落排水施設

合併処理浄化槽（補助）

：計画目標年度である平成32年度の目標水洗化人口

：計画目標年度である平成32年度の目標水洗化人口

区　　分

：設置整備補助事業により設置される目標合併処理浄化槽人口  



 

 - 88 -

4）高根沢町 

（1）公共下水道 

公共下水道は、市街地等人口密集地を対象に整備し、逐次供用開始しており、今後

も、下水道計画処理区域において整備を進めていきます。 

（2）農業集落排水施設 

農業集落排水事業は、東部地区で事業完了し、平成 9 年度より供用開始をしていま

す。 

（3）コミュニティ･プラント 

コミュニティ・プラントの整備計画はありません。 

（4）合併処理浄化槽 

上記以外の地区で合併処理浄化槽の普及を進めると同時に、設置補助を進めていき

ます。 

 

表５-３-９ 生活排水処理に係る施設および整備計画概要 

処理区域 計画処理人口 供用開始年度

公共下水道
仁井田処理区
宝積寺処理区

11,902
平成　5年度
平成11年度

コミュニティ・プラント なし ― ―

農業集落排水施設 東部地区 1,770 平成9年度

合併処理浄化槽（補助） 上記地区以外 8,454 ―

※計画処理区内人口は、計画目標年度（平成32年度）の目標処理人口である。
公共下水道

農業集落排水施設

合併処理浄化槽（補助）

：計画目標年度である平成32年度の目標水洗化人口

区　　分

：設置整備補助事業により設置される目標合併処理浄化槽人口

：計画目標年度である平成32年度の目標水洗化人口

 



 

 - 89 -

第４節 し尿および汚泥の処理計画 

１．し尿および汚泥の処理体系 

本組合の目標年度におけるし尿・汚泥の処理体系は、図 5-4-1 のとおりです。なお、

将来的には、現在焼却処理されている排出汚泥の資源化や生ごみ等の有機性廃棄物など

を合わせて適正処理できる施設にて処理を行うことを目標とします。 

 

汲取りし尿

浄化槽汚泥

生活排水

公共下水道

農業集落排水施設

（し　尿）
（生活雑排水）

しおやクリーンセンター

汚泥処理設備

水処理設備

汚泥

処理汚泥

有
　
効
　
利
　
用

処理汚泥

汚泥 農地還元
（高根沢町）

 

図５-４-１ 目標年度におけるし尿・汚泥の処理体系 

 

２．収集・運搬計画 

1）収集・運搬に関する目標 

生活圏から発生するし尿および浄化槽汚泥を迅速かつ衛生的に収集を行うことはもと

より、収集量に見合った収集体制の効率化・円滑化を図り、施設への搬入量の変動を抑

えるため計画的な収集を行うことを目標とします。 

2）収集区域の範囲 

収集区域の範囲は構成市町の行政区域全域とします。 
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3）収集・運搬方法 

（1）区分 

収集区分は、汲取りし尿と浄化槽汚泥とします。なお、浄化槽汚泥の収集は浄化槽

の規模の大小に関係なく実施するものとし、収集対象は汚泥とします。 

（2）実施主体 

し尿および浄化槽汚泥の収集運搬の実施主体は、現行どおり許可業者によるものと

します。 

（3）収集運搬機材 

し尿および浄化槽汚泥の収集運搬機材は、バキューム車によるものとしますが、悪

臭問題等へ対応するため収集車輌について検討していくこととします。 

（4）収集方法 

し尿および浄化槽汚泥は、現行どおり申込みにより受け付け計画収集を行います。

また、将来浄化槽汚泥の増加に伴い汲取りし尿との収集比率が変化することが考えら

れるため、収集業者や関係機関との協議を図り、収集方法について検討していくこと

とします。 

３．中間処理計画 

1）中間処理の目標 

生活圏から発生する汲取りし尿および浄化槽汚泥の量、質を把握して適切に処理し、

また、中間処理施設（しおやクリーンセンター）の設備状況を勘案した適切な施設運営

を行うことを目標とします。 

2）中間処理量 

中間処理量は、原則として計画収集区域から発生する汲取りし尿および浄化槽汚泥の

全量とします。 

なお、将来、浄化槽汚泥の増加に伴い汲取りし尿との収集比率が変化することが考え

られるため、質的量的変化に対応した運転条件を検討していくこととします。 
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3）処理方法 

現行どおり、中間処理施設にて汲取りし尿および浄化槽汚泥を適切に処理していくこ

ととしますが、現在焼却処理されている排出汚泥の資源化や生ごみ等の有機性廃棄物な

どを合わせて適正処理できる施設等の調査・検討を行います。 

また、焼却処理施設の更新時期には、汚泥の処理について相互施設が協力して処理を

行う体制について調査・検討していくこととします。 

４．最終処分計画 

1）最終処分に関する目標 

最終処分については、安全を図り適正に処理し、最終的には無害化、安定化させるこ

とを目標とします。 

2）最終処分方法 

中間処理施設（しおやクリーンセンター）に係る最終処分は、水（し尿等）処理工程

から発生するし渣および汚泥焼却灰が該当します。 

施設から発生するし渣および汚泥焼却灰の最終処分については、現行どおり委託処理

としますが、汚泥については、これらが処理可能な施設において、資源化し有効利用す

ることを検討していくこととします。 

５．資源化計画 

1）資源化に関する目標 

水（し尿等）処理から発生する汚泥については、これらが処理可能な施設において、

資源化し有効利用することを目標とします。 

2）資源化方法 

資源物の有効利用方法については、中間処理施設（しおやクリーンセンター）での計

画と整合をとり検討していくこととします。また、将来的には生ごみ等の有機性廃棄物

と併せて処理する施設等の整備について、調査・検討していくこととします。 
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第５節 その他 

１．住民に対する広報・啓発活動 

生活排水処理を適性かつ迅速に進めていくための方法として、以下の項目があげられま

す。 

1）パンフレットやポスターによる住民意識の高揚 

公共用水域の水質汚濁の現状と、その原因の一つが各家庭から排出される生活雑排水

等にあることをパンフレットやポスター、広報誌等で示し、住民の排水処理に係る意識

を高めていくこととします。 

2）台所の三角コーナーや微細目ストレーナ等の周知 

生活排水の汚濁物質削減方法として、調理くずを回収する三角コーナーや微細目スト

レーナ、廃食用油を拭き取るキッチンペーパー等の有効な手段を住民に周知させ、住民

参加の生活排水処理を促進していくこととします。 

3）施設・設備等見学会の開催 

水質汚濁と生活排水との関係を深く理解してもらうため、汚濁の進行している河川・

湖沼等や汚濁浄化した河川・湖沼等の現状、処理施設や設備の見学会等について検討し

ていくこととします。 

4）アンケート調査や意見交換会等による住民意識の確認と認識 

水質汚濁や生活排水処理への関心および理解度、台所排水や廃食用油の処理、その他

実践していることについてアンケート調査や聞き取り調査を行い、生活排水に対する住

民の意識を確認していくこととします。 

5）生活排水処理対策推進に係る住民組織の育成およびその活動支援 

地域住民を主体とした生活排水処理対策推進のための組織育成や、それらの活動の支

援方法について検討していくこととします。 

２．地域に関する諸計画との関連 

生活排水処理に係る事業として、公共下水道、農業集落排水施設、合併処理浄化槽、し

尿処理施設があります。 

これらについては、各々事業実施機関（主体）が異なることから、事業の整合性を図る

ために、計画処理区域における各事業の現況と今後の動向について、関係機関との調整を

十分に図りながら進めていくこととします。 


